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第３章 消防機関における複合災害時の課題解明 

 
第１節 検討する複合災害の組合せと課題解明手法の選定 

 
１ 課題解明の検討手法 

東京で起こり得る複合災害に関して、発生事象や対応時の障害等を整理し、消防

防災対策上の課題（以下まとめて「課題等」という。）から対策まで検討した。まず

は消防機関にとって重要（致命的）な課題等を漏らさず抽出することに留意した。 
しかし、複合災害は事例が乏しく、知見・経験が蓄積されていない未知の災害事

象である。くわえて、災害種別の組合せや前後関係、時間間隔なども踏まえると膨

大な状況が想像される。そのような実事例等が乏しい上に膨大な状況を想定しなけ

ればならない複合災害について、重要な課題等を漏らさずに検討するために、既知

の災害を参照して、想定される災害様相を組み合わせることで、複合災害の状況を

想像・整理し、時系列的に被害状況や消防機関に関連する事象及び対応等を網羅す

る手法としてストーリーシミュレーション 1)2)を用いた。 
本検討では、より詳細な状況、関係機関等の行動等を整理・設定し、俯瞰してス

トーリーシミュレーションを実施することによって、複合災害時の状況を具体的か

つ網羅的に想定した。そのために、過去の災害事例の収集や既往研究（単独災害、

複合災害問わず）などの幅広い調査を実施し資料としてまとめ、ストーリーシミュ

レーションを実施する際の想像の種とした。 
 

２ 優先して検討する複合類型の選定 

第 2 章の検討のための枠組みを踏まえて、複合災害をストーリーシミュレーショ

ンにより想像し課題抽出を試みたが、災害種別、前後関係、時間間隔等を設定して

も、多数のストーリーシミュレーションを実施することが懸念された。 
そこで、検討する複合災害を時間間隔によって設定した型（以下「複合類型」と

いう。）の中から、優先的にストーリーシミュレーションを実施する類型（以下「優

先検討対象」という。）を選定した。優先検討対象は、消防防災対策を検討する上

で、消防機関にとって特に対応が困難な状況に陥ると推測される組合せ及び他の類

型への汎用性が高いと考えられるものを選定し、複合災害の課題等を把握した。 
優先検討対象以外の複合災害は、条件の違いを考慮し優先検討対象のストーリー

シミュレーションから把握した課題等を適用しつつ、各組合せ独自の課題等の有無

を検討した（図 3-1-1）。 
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図 3-1-1 複合災害の課題等の整理手順 

 
３ 優先検討対象選定のための整理 

首都直下地震と組み合わせる自然災害（風害、水害、降灰、雪害）のそれぞれの

優先検討対象の選定に先立って、表 3-1-1～表 3-1-16 のように、複合前のシーンや

各災害が発生したとする定義等の設定を行い、2 つの災害の複合時の状況を簡易的

に検討することで選定した。特に、ストーリーシミュレーションを実施する上で、

中林の定義を外さない程度の時間間隔を設定し、その時間間隔上での各機関の対応

状況等を文献 3)～19)を参考に想定した。その状況の中、災害の複合時（後）に想定さ

れる事象等を簡易的に検討し、優先検討対象を選定する目安とした。 
なお、海溝型地震に関しては、首都直下地震との複合が想定されるが、地震×地

震の複合災害は、地震が繰り返される（余震）ことが想定される首都直下地震単独

の対応と被害や対応事象の重複が多いと思われ、ストーリーシミュレーションの実

施による網羅的かつ詳細な検討を行うことの優先度は低いと判断した。しかし、南

海トラフ地震 20)のような海溝型地震では、長周期地震動が発生し東京（島しょ部除

く）で各種被害が発生することが懸念される。特に、高層建物や石油コンビナート、

橋梁等の長大構造物は長周期地震動の被害を受けやすい。また、海溝型地震と首都

直下地震による被害状況と発生の前後関係によってはリソース分断も懸念される
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（詳細は第 5 節）。よって、海溝型長周期地震動は高層建物や石油コンビナート、

長大構造物（橋梁等）などが被害を受けやすいことが考えられるため、特に長周期

地震動の被害特性に対する課題をまとめた。 
感染症と首都直下地震の複合災害に関しては、複合類型に当てはめて検討するよ

り、長期間継続する感染症まん延下において首都直下地震の発生が、確率的かつ現

在（令和 3 年 8 月時点）の社会情勢上の観点から重要と判断した。 
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表 3-1-1 地震×水害 (地震)先発型の状況整理表 
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表 3-1-2 地震×水害 同時(地震)先発型の状況整理 
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表 3-1-3 地震×水害 同時(地震)後発型の状況整理表 
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表 3-1-4 地震×水害 (地震)後発型の状況整理表 
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表 3-1-5 地震×風害 (地震)先発型の状況整理表 
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表 3-1-6 地震×風害 同時(地震)先発型の状況整理表 
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表 3-1-7 地震×風害 同時(地震)後発型の状況整理表 
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表 3-1-8 地震×風害 (地震)後発型の状況整理表 
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表 3-1-9 地震×降灰 (地震)先発型の状況整理表 
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表 3-1-10 地震×降灰 同時(地震)先発型の状況整理表 
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表 3-1-11 地震×降灰 同時(地震)後発型の状況整理表 
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表 3-1-12 地震×降灰 (地震)後発型の状況整理表 
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表 3-1-13 地震×雪害 (地震)先発型の状況整理表 
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表 3-1-14 地震×雪害 同時(地震)先発型の状況整理表 
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表 3-1-15 地震×雪害 同時(地震)後発型の状況整理表 
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表 3-1-16 地震×雪害 (地震)後発型の状況整理表 
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４ 選定した優先検討対象 

⑴ 地震×水害 

  ア 基本条件 

    地震と水害の複合災害の 4 つの類型を簡易的に整理した結果は表 3-1-1～表

3-1-4 のとおりである。水害に関しては台風や集中豪雨による高潮、洪水、浸

水が考えられ、事前情報により水害への態勢が発令されており、浸水被害等が

生じた状況をイメージした。検討上では、「堤防が破堤し、市街地に甚大な浸水

被害が発生した時点」を水害の発生タイミングの定義とした。 
  イ 優先検討対象 

地震×水害は、昨今の水害の発生頻度が高いことに加え、地震と台風を想像

しているため、両災害ともに地盤、道路等の構造物に甚大かつ長期的な影響を

与え、対応を困難化させることが想像できる。さらに関係機関の動きや都民の

避難行動、被害様相も地震が先発か後発かによって明確な違いが出ることが考

えられること、消防機関の対応が、地震（主に火災）と水害への対応で異なる

ことから、全 4 ケースを優先検討の対象とした。 
⑵ 地震×風害 

  ア 基本条件 

    地震と風害の複合災害の 4 つの類型を簡易的に整理した結果は表 3-1-5～表

3-1-8 のとおりである。風害に関しては、突風や竜巻のような瞬間的、局所的

な風害ではなく、ある程度継続（長くても 1 日間）して発生している強風・暴

風下での被害が発生する状況を想定した。台風に伴う強風（例：令和元年台風

15 号）21)も想定されるが、水害の検討と差別化するため、強風・暴風が主の事

象となるように降雨の影響は考えずに想定した。ここでは、風害の発生タイミ

ングの定義として、「屋根や看板、外壁などに強風・暴風による破損が生じた時

点」を想像するものとした。 
  イ 優先検討対象 

地震×風害の複合災害は、関東大震災のようなケースを考え、強風・暴風の

中で地震が発生することで、地震火災の急激な延焼拡大、強風による消防活動

の障害が想定される。さらに、複合時に平時の消防力で対応を始めなければな

らないこと、強風による在宅避難者が多く地震火災も発生しやすくなると想定

し、同時後発型が も対応困難で被害が大きく、他の 3 つの類型への汎用性も

高いと推測した。 
なお、地震×風害の同時型（強風下における震災対応）に関しては、延焼シ

ミュレーションを用いて詳細に被害様相のイメージ化を実施した。（第 4 章参

照） 
⑶ 地震×降灰 

  ア 基本条件 

    地震と降灰の複合災害の 4 つの類型を簡易的に整理した結果は表 3-1-9～表
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3-1-12のとおりである。富士山が噴火すると、噴石、火砕流、溶岩流など様々

な現象が発生すると想定されるが、地域防災計画 19)や中央防災会議 22)の想定

から東京に影響がある降灰を対象に検討を行う。微量の降灰でも都内で様々な

被害や障害の発生が予想されるため、「富士山の噴火から東京に降灰が到達し

た時点」を降灰としての災害発生と捉えることとした。 
  イ 優先検討対象 

  降灰は、微量（例：鉄道 0.05 ㎝以上）の堆積でも交通機関や自動車の走行等

に影響を与え、道路渋滞などを誘発する。降雨時には、灰が水分を含み、重量

が増加すること、凝固することから、更なる状況の悪化が想定されている。 
降灰が堆積した状況で地震が発生する同時後発型は、徐灰中の突発的な地震

による被害に加え、灰災害で道路状況が悪化した中で、参集や消防活動の展開

が求められる。地震と降灰の組合せは特に停電が発生しやすく長期間継続する

懸念、それらの長期化により備蓄等の問題が顕在化するなど、全体的に対応が

長期化すると予想される。地震発生時の甚大な被害が集中することと消防力が

平常時の態勢であることを踏まえて、地震後発型を優先検討対象とした。 
⑷ 地震×雪害 

  ア 基本条件 

    地震と雪害の複合災害の 4 つの類型を簡易的に整理した結果は、表 3-1-13

～表 3-1-16のとおりである。雪害は、大雪、雪崩、暴風雪、路面凍結等が発生

し、物的被害や人的被害が起こる 23)。東京では積雪が長期化することは考えに

くいが、少量の積雪でも交通網の麻痺など、恒常的な積雪のない地域ゆえのぜ

い弱性がある。ここでは、雪害の発生タイミングとしては、積雪が観測され、

交通網や消防活動等に支障が出始めた時期を捉え、その後も甚大な積雪があっ

たと想定することとした。 
  イ 優先検討対象 

    地震×雪害の複合災害に関しては、地震発生時の初動期の対応条件の悪さ、

積雪による在宅避難者による暖房器具の使用増加に伴う地震火災の発生増が

想像される同時後発型を優先検討対象として選定した。 
⑸ 優先検討対象の選定のまとめ 

   水害は、発生頻度が高いこと、首都直下地震との前後関係によって河川敷の活

動拠点の使用状況や避難状況が異なること、消防活動の内容が地震とは大きく違

うことから、全ての複合類型を優先検討対象に選定した。 
水害以外についての優先検討対象は、被害の甚大さと消防機関においての対応

の困難性が高いと予想される複合分類、他の複合分類への汎用性が高いものを選

定するとした場合、消火・救出・救助対応の（ ）盛期に複合化する同時先発型

と同時後発型が該当する。その中でも、先発災害による劣悪な環境下で首都直下

地震が後発し、複合災害への対応を余儀なくされる同時後発型が消防機関として

も対応が困難であると想定し、優先検討対象として選定した。 
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   以上より、選定した優先検討対象は表 3-1-17 のとおりである。時間間隔の設

定は、本震議会で一定の対策の方向性が示せるように、また、リードタイム中に

地震が発生する条件が複雑化しすぎるような期間とならないように配慮した。 

 
表 3-1-17 優先検討対象の選定結果 
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第２節 ストーリーシミュレーションの実施 

 
１ ストーリーシミュレーションの準備 

⑴ 災害事例等の収集及び整理 

   災害が複合化した状況を想定するため、過去の単独災害の事例、複合災害の事

例（複合災害になり得た災害含む）を収集し、発生した事象、被害状況等を整理

した。防災白書 24)から昭和 20 年以降の主な自然災害を網羅し、特筆すべきもの

を詳細にまとめた（以下、詳細にまとめた資料を「事例カルテ」、収集した資料全

てを「事例カルテ等」という。）。事例カルテ等は、複合災害になった・なり得た

災害事例や各災害の被害想定等の既往研究、東京消防庁の災害対応の資料等をま

とめ、ストーリーシミュレーションを実施する上での地震と地震以外の自然災害

が複合した状況を想像するための基礎資料とした。 
⑵ 想定する地域の選定 

   ストーリーシミュレーションで複合災害の発生事象や対応を想像し課題等を

検討するには、想定する主体に関する具体的な場面設定が必要となる。首都直下

地震と組み合わせる災害種別（水害、風害、雪害、降灰）の特徴を踏まえ、甚大

な被害が発生すると推測される地域（以下「重大被災地域」という。）を選定した

（図 3-2-1）。 
  ア 首都直下地震×水害（４つの優先検討対象） 

    首都直下地震と水害の複合災害では、大規模河川の堤防破堤を条件としてお

り、大規模河川沿いの流出物被害・倒壊建物からの出火が見込まれる住宅密集

市街地を有する地区や長期湛水が見込まれる市街地を選定した。 
特に、先発型、同時先発型、後発型には、地域危険度 25)による危険度が高い

市街地が広がっており、一破堤の浸水区域が一様に広く、破堤箇所による浸水

範囲の違いが少ないことから荒川左岸の地域（特に、芝川合流より下流かつ綾

瀬川合流より上流の地域）を選定した。同時後発型には、時間間隔を１週間と

しているため、長期湛水が見込まれ、被害が甚大化する荒川右岸の江東デルタ

地帯を選定した。 
    なお、東京湾北部地震を想定地震とした。 
  イ 首都直下地震×風害（同時後発型） 

    首都直下地震と風害の複合災害では、強風・暴風による地震火災の急激な拡

大が懸念事項として考えられる。よって、重大被災地域として 23 区内の木密

地域など延焼拡大懸念が大きい地域を選定した。 
    なお、東京湾北部地震を想定地震とした。 
  ウ 首都直下地震×降灰（同時後発型） 

    中央防災会議 22)の想定によると多摩地区の方が、火山灰の堆積量が多く、降

灰による土砂災害のリスク増大となり、交通麻痺が特徴的である。よって、首

都直下地震と降灰の複合災害は、多摩地域でも山間部に近く、かつ住宅も多い

42



 

43 

都市型の地域を想定した。 
なお、首都直下地震は多摩直下地震を想定地震とした。 

  エ 首都直下地震×雪害（同時後発型） 

    首都直下地震と雪害の複合災害では、積雪量が多くなると予想される地域と、

地震火災の出火・延焼リスクも高い地域を踏まえて、山間部に近い木造系住宅

が密集している地域を選定した。 
なお、多摩直下地震を想定地震とした。 

 

 
図 3-2-1 ストーリーシミュレーションの対象とする重大被災地域の選定場所 

 

２ ストーリーシミュレーションの実施 

⑴ 実施の経過 

   前 1 のストーリーシミュレーションの準備や実施日、実施要員は、図 3-2-2 の

とおりである。防災コンサルタント会社職員及び東京消防庁職員でストーリーシ

ミュレーションを実施し、その結果を土台として都市防災を始めとした学識経験

者を交えて再度確認し、重要な課題の漏れがないよう、繰り返し検討した。 
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図 3-2-2 ストーリーシミュレーションの準備・実施行程 

 

⑵ ストーリーシミュレーションにおける主体 

高野 1)2)によると、ストーリーシミュレーションは想像主体が設定した条件等

のもとで、どのように行動するかを時系列的に想像する手法である。本検討では、

個人を設定して想像するのではなく、組織対応を主体として複合災害の状況を想

像した。 
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⑶ 複合災害の状況をイメージするためのワークシートの作成 

ストーリーシミュレーション実施に当たり、複合災害の状況を具体的かつ検討

実施者で共通にイメージするためのワークシート（図 3-2-3）を作成した。ワー

クシートは、事例カルテ、各機関に関する文献やヒアリング結果、被害想定から

発生事象や各関係機関の対応を時系列的に整理（ワークシート上に配置）した。 
また、東京消防庁の BCP（注：BCP で策定済みは震災と水災のみ）や単独災

害時の活動マニュアル等から既往の任務を紫字で表記しワークシート上に配置

した。なお、ストーリーシミュレーションは前⑵のとおり消防機関の動きに着目

して実施する。 

 
図 3-2-3 ワークシート構成全体図 

災害様相や人

口回帰状況の

前提条件につ

いて記載 

都民の状況に

ついて記載 

消防機関の対応

状況について記

載。ストーリー

シミュレーショ

ン実施箇所 

関係機関の対

応状況につい

て記載 
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⑷ ストーリーシミュレーションの実施方法 

   前⑶のワークシートを活用して、首都直下地震と水害、風害、雪害、降灰が複

合した際の状況を想像した。具体的には、首都直下地震とその他の自然災害が複

合した際の状況を、ワークシート上に配置した既往任務（紫字）のマイルストー

ンを目標にして、上下の被害状況や関係機関等の対応の動きを俯瞰しながら、マ

イルストーン同士の間もしくは前後で「新たに発生すると思われる事象や対応」、

紫字の任務を難しくする「不測の事態」を想像して、ワークシート上に追加（茶

色字）していくこととした（図 3-2-4）。 

 

 

 
図 3-2-4 実施手順と凡例の説明 

 

⑸ ストーリーシミュレーションのための想像の尺度 需要と供給の関係の式 

複合災害時の消防機関の課題等を抽出するストーリーシミュレーションを実

施する前に、客観性と再現性を担保するため発生事象等を想定する基本概念を定

めた。 
単独災害時における災害対応の困難度を表す基本概念を式としてあらわすと、

図 3-2-5 に示す要請量（≒需要）と対応可能量（≒供給）のような関係で表現で

きると考えられる。 
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図 3-2-5 単独災害時の災害対応に関する概念式 

次に、複合災害時の対応の困難度を表す基本概念を想定するために図 3-2-5

の単独災害時の概念式を修正した。複合災害は先発災害と後発災害の影響が合

わさることにより、要請量や対応可能量に何らかの変化が起こり得ること（第

一項部分）、複合化によって想定していなかった新たな事象の発生が想定される

こと（第二項部分）を踏まえ図 3-2-6 のようになると考えられた。 

 

図 3-2-6 複合災害時の災害対応に関する概念式 

 
図 3-2-6 の概念式を想起の尺度とし、頭の片隅に置きながら前⑷の手法でスト

ーリーシミュレーションを実施した。 
⑹ 実施後の精査 

   ストーリーシミュレーションを実施後、「主な災害状況像」を整理し、検討した

複合災害の特記的な事象を抽出するとともに、上段の被害想定、下段の消防機関

の対応状況との整合を確認し、再現性を高めた（図 3-2-7）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

図 3-2-7 実施後の確認・精査手順  
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３ 実施結果概要（作成したワークシートは P54～P69、データは巻末資料） 

⑴  地震×水害：（地震）先発型 

本複合災害は、首都直下地震発生から 3 週間程度経過した頃に水害（堤防の破

損）が発生することを想定している。その頃には、住民が避難先から自宅に戻り

はじめ、自宅復旧に取り掛かっていると想像される。さらに、道路啓開もある程

度進み、復旧事業者やボランティアも被災地に順次、作業に駆け付けていること

が想像された。 
そのような人口回帰が進んだ状況であるが、地震時の被害の未復旧による鉄道

の運行停止や車両の渋滞などによる避難上の問題がある中、地震で構造物の耐力

が低下している分、水害の発生に伴い甚大な被災者が発生すると想像した。復旧

応援事業者やボランティアといった外部からの人口流入が、新たな被災者を発生

させる可能性が特徴的である。 
ただし、水害発生前のリードタイムが人々の避難や消防機関の対応準備などに

好影響を与えることも想像された。 
【複合時に想定された発生事象☆☆、本複合災害の特記的な発生事象★★の抜粋】 

  ・震災用部隊編成と水災用部隊編成による人的・物的リソースの不足（ただし、

同時型より時間間隔はあるため、軽微と推測される） 

  ・地震による交通支障が広域避難者の移動に伴う支障 

  ・避難ができなかった住民の浸水地域内での孤立 

  ・地震動での堤体被害による洪水リードタイムの短縮、決壊リスクの増大 

  ・地震動による堤体被害・地盤沈下による被害拡大（浸水範囲、浸水深、継続時 

間の増大。ただし、仮復旧は済んでいるため同時先発型よりは被害が軽微） 

  ・地震動と水害による土砂災害の発生箇所の増加 

  ・撤去（堆積）済みの地震によるがれきが流出し救命ボートの使用困難 

  ・河川水位の上昇に伴う、高水敷の震災対応利用の中止 

【複合時に想定された対応状況□□、本複合災害の特記的な対応状況■■の抜粋】 

  ・震災のダメージ、水災の被害拡大、長期対応を見越した業務継続の見直し、関

係機関との連絡調整 
  ・水災被害による緊急消防援隊（以下「緊援隊」という。）の再要請の要否判断と

都内被災状況を踏まえた部隊配置、集結拠点の見直し 
⑵ 地震×水害：同時（地震）先発型 

本複合災害は、首都直下地震発生から 1 週間程度後に水害（堤防破提）が発生

することを想定している。震災への対応中に、水害のリードタイムが重なり、徐々

に水害への対応を始めなければならない状況が想像された。震災と水害に関する

情報収集等を行い、両方の対応を強いられ、首都直下地震のダメージが水害から

の避難等の障害となることが想像される。 
地震の影響により水害の被害が拡大すること、消防機関の人的・物的リソース

の消耗・不足によって対応力が低下している。そのような中で、水害が発生する
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と浸水地域の救出救助活動が困難化することや、活動拠点の被災、撤去済みのが

れきが流出するなど、水害の単独発生時より、被害拡大と対応困難化が際立つと

考えられる。 
【複合時に想定される発生事象☆☆、本複合災害の特記的な発生事象★★の抜粋】 

・緊援隊が自己管内の水害発生リスクに伴い撤退し、再応援等の調整（水害のリ

ードタイム中） 

・震災、水害への両局面への対応による人的・物的リソースの不足 

・地震による堤防損傷、地盤沈下によって、浸水等の被害が既往の想定より拡大 

・地震で鉄道等の運行が停止しているため、水害からの広域避難の困難化や高層

階居住者の自宅避難の増加 

・地震で使用している避難所から水害時でも使用できる避難所への再避難 

・撤去済みのがれきの再流出と救命ボートの使用困難 

・地震動での地盤の緩みに伴う、水害による土砂災害の発生増加 

【複合時に想定された対応状況□□、本複合災害の特記的な対応状況■■の抜粋】 

・水災リスクの高い地域の把握と業務継続計画の見直し（代替拠点への移動、車

両の退避等）と燃料等のリソースの補給 
・緊援隊の受入れ、撤退、再要請に伴う部隊運用の見直し 
・震災、水災の同時運用の調整（部隊、資機材、リエゾン派遣等、水災リードタ

イム中に準備） 
・震災で使用中の高水敷等の水災リスクに伴う、拠点の見直し 
・管内全域の被害状況及び重大被災地域の被害状況、リソースの早期把握に基づ

く部隊運用の見直し 
⑶ 地震×水害：同時（地震）後発型 

本複合災害は、水害（堤防破堤）の発生から仮復旧が完了する時期（ 1 週間）

前後の、広い範囲で湛水が継続している状況で、突発的に首都直下地震が発生す

ることを想定している。 
水害の台風接近に伴うリードタイムで対応の態勢が敷かれ、情報収集等が開始

される。実際に水害が発生すると、消防機関の対応リソースの低減（被災、消耗

等）、人的・物的被害が発生する。時間が経ち、堤防は仮復旧するが、湛水は続い

ている。 
その中で、首都直下地震が発生すると、湛水地域への進入手段がボートやヘリ

に限定される上、高層建物の上階で自宅避難している被災者宅で地震による出火

も起こり得る。先発水害に伴う緊援隊の応援を受けているが、地震による被害が

広域に発生することで、緊援隊の自己管内対応のための撤退や追加要請に伴う部

隊運用の見直し等が発生する。 
水害と地震に伴う道路やライフライン等のインフラの損傷は、消防職員・団員

の消防活動に加え、参集や活動の継続にも影響し、湛水地域の被災状況と地震に

よる管内全域の被災状況、活用可能なリソースの把握を早期に行うことが求めら
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れる。 
【複合時に想定された発生事象☆☆、本複合災害の特記的な発生事象★★の抜粋】 

  ・氾濫流などによる建物倒壊の増加 

  ・河川施設（ポンプ施設など）の地震動での被災、地盤沈下による湛水の長期化 

  ・水害に伴う上層階での自宅避難者宅からの地震火災の発生 

  ・沿道等に撤去積みの浸水がれきの地震動による倒壊、道路閉塞の発生 

  ・降雨による土砂災害リスクが増大し地震により土砂災害の発生、拡大 

  ・水害に伴う緊援隊の地震時に撤退と再要請（自己管内での対応、資機材の不整

合、派遣隊員の受傷等） 

  ・湿潤した倒壊がれき等の腐敗による、衛生環境の悪化 

・水災から突発的な震災への両局面対応による人的・物的リソースの不足 

・浸水継続及び地震動によるアクセス路減少に伴う消防活動の困難化 

【複合時に想定された対応状況□□、本複合災害の特記的な対応状況■■の抜粋】 

  ・水災による人的物的リソース被害と震災による人的物的リソース被害の迅速な

状況把握 
・水災、震災の同時運用に伴う調整（部隊、資機材、リエゾン派遣等） 

  ・水災、震災の被害状況の早期把握と活動拠点、活動路の見直しと重大被災地域

への進出手段の確保 
  ・水災に伴う緊援隊の継続、撤収の調整と追加要請 
  ・広域的な被災状況の把握に伴う優先度検討 
⑷ 地震×水害：（地震）後発型 

本複合災害は、水害の発生から 2 週間程度経過した頃に首都直下地震が発生す

ることを想定している。その頃には、市街地の中でも湛水が解消され、浸水した

家具や家電等のがれきが沿道に積み上がり、住宅の低層階部分は浸水後の修復作

業中により構造耐力や防火性能が低下した状態のものである。そのような中、地

震が発生すると、建物の倒壊が起こりやすく、防火性能が低下した建物や沿道の

がれき等、燃えやすいものが多く点在することにより延焼拡大危険が増大する。 
そのような、延焼への対応や倒壊によって救出・救助の要請量の増大や活動困

難の発生が地震×水害の後発型の特徴である。 
【複合時に想定された発生事象☆☆、本複合災害の特記的な発生事象★★の抜粋】 

  ・浸水等の影響により構造耐力が低下した建物の地震時の倒壊 
  ・水災で悪化したアクセス路等の活動環境が地震によりさらなる悪化 
  ・洪水後の建物復旧に伴う延焼リスクの増加（外壁剥離・除去に伴う防火性能の

低下、乾燥した集積がれきの延焼等） 
  ・水害復旧事業者、ボランティア等の被災 
  ・水災後、未復旧の消防水利（自然水利の活用拠点等）の使用不能 
 【複合時に想定された対応状況□□、本複合災害の特記的な対応状況■■の抜粋】 

  ・水害対応の縮小により撤退した緊援隊の再要請 
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  ・再受援の体制と水害被害を踏まえた部隊運用（部隊配置、集結拠点、労務管理

等）の見直し 
⑸ 地震×風害：同時（地震）後発型 

   本複合災害は、強風・暴風が 1 日程度継続している中で、首都直下地震が発生

することを想定している。風害では、屋根・外壁の剥離による建物の耐力や防火

性能の低下、停電の発生、強風・暴風による火災の平常時の急激な延焼拡大が発

生している可能性がある。また、強風による交通機関の停止や飛散物が多い状況

であることから、自宅避難者の増加が考えられ、停電の発生に伴うろうそく、カ

セットコンロの使用によって出火リスクが増大していることが想像された。 
   そのような中、さらに首都直下地震が発生することを想定すると、先発風害に

より、防火性能の低下した建物への飛び火等による着火など地震火災の急激な拡

大が考えられる。また、建物の倒壊や道路閉塞などが発生、がれき等の飛散物に

よる消防職員・団員の負傷、車両の損傷、強風による消火能力の低下が、更なる

延焼拡大に拍車をかけることが想像された。 
【複合時に想定された発生事象☆☆、本複合災害の特記的な発生事象★★の抜粋】 

  ・風害による建物の構造耐力低下が、首都直下地震による建物倒壊を助長 
・がれきの発生散乱・飛散の増加に伴う消防職員・団員の受傷リスクの増加、路

面状況の悪化 
  ・強風による自宅避難者の増加と停電に伴う裸火、火気器具使用による地震火災

の増加 
  ・風害による地震火災の延焼拡大、延焼方向の変化の発生 
  ・停電の長期化に伴う資機材、燃料、食料、装備品の不足 
  ・停電の長期化に伴う自宅避難者の裸火使用による地震火災発生リスクの増加、

火災覚知の遅延（通信機器、自動火災報知設備等の使用不可） 
【複合時に想定された対応状況□□、本複合災害の特記的な対応状況■■の抜粋】 

  ・長時間対応を想定した水利の選定や充水 
  ・風向変化、延焼拡大に伴う延焼範囲の早期把握、警戒区域（飛び火等）、延焼阻

止線の見直し 
⑹ 地震×降灰：同時（地震）後発型 

   本複合災害は、富士山噴火から 1 週間程度後に首都直下地震が発生することを

想定しており、その間に降雨が一度はあることを付加条件として加えた。火山灰

の性質上、水を含むと粘性、比重が増大し凝固する可能性があり、被害及び対応

の困難性の増加が懸念される。 
   複合前の降灰単独の災害状況として、交通麻痺による人の移動手段の限定、消

防車両等（特に救助ヘリ）の運行困難、インフラ・ライフライン施設の機能停止、

土砂災害の発生が考えられる。くわえて、降灰を吸い込んでの受傷者、自宅避難

者が多数発生すると想像された。 
   その中で首都直下地震が起こることから、避難生活中の火気使用による出火・
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延焼リスクの増大、交通網の麻痺や資機材・設備の機能不全の継続による、消防

隊等の地震対応の困難化が想像された。首都直下地震と降灰の複合災害では移動

の困難さが際立っており、活動・搬送・避難に大きな影響があると想定された。 
【複合時に想定された発生事象☆☆、本複合災害の特記的な発生事象★★の抜粋】 

  ・降灰堆積と地震動による路面状況の悪化と渋滞の発生 
  ・降灰中の震災対応に伴う職員受傷、車両の損傷、水利の使用不能等の増加 
  ・降灰の飛散、堆積による被災箇所の不明瞭化（ヘリの飛行不能も含む） 
  ・降灰に伴う停電の震災による更なる長期化 
  ・停電の長期化に伴う備蓄品の枯渇、庁舎等の機能低下 
  ・停電の長期化に伴う自宅避難者の裸火使用による地震火災発生リスクの増加、

火災覚知の遅延（通信機器、自動火災報知設備等の使用不可） 
・山間部に堆積した降灰と地震による土砂災害の発生（道路、河道閉塞等の発生） 

  ・降灰の堆積、地震動による避難所（体育館等の長スパン屋根建物）の使用不可 
  ・路面悪化等による地震時に要請した緊援隊の到着時間の遅延 
【複合時に想定された対応状況□□、本複合災害の特記的な対応状況■■の抜粋】 

・降灰と震災の同時対応に伴う車両、資機材の不足状況の把握 
・活動長期化、受援体制を見据えた部隊運用（配置、活動拠点、労務管理等） 

⑺ 地震×雪害：同時（地震）後発型 

   本複合災害は、雪害から 1、2 日程度で首都直下地震が発生することを想定し

ている。積雪による交通障害、車両等の運行困難など、降灰と同様の事案が想像

され、移動の困難化により自宅避難者の増加と、暖房器具使用の増加が想像され

た。 
   そのような中で、首都直下地震が発生すると、地震火災の発生の増加が想像さ

れ、消防車両等の移動が困難な状況に加え、消防水利の埋没等による火災対応力

の低下が懸念される。 
【複合時に想定された発生事象☆☆、本複合災害の特記的な発生事象★★の抜粋】 

・積雪による被災箇所の不明瞭化 

・通行支障による活動不全・遅延 

・参集の困難化の継続による人員の不足（交代要員の不足） 

・通行支障複合化による部隊編成装備変更に伴う派遣の所要時間の増加 

・停電の長期化（降雪の継続、複合化による復旧の困難化、遅延）及び停電の長

期化による燃料の枯渇（非常用発電機等） 

・降積雪における装備品、対応資機材等の不足 

【複合時に想定された対応状況□□、本複合災害の特記的な対応状況■■の抜粋】 
  ・降雪時の対応車両、装備品の確保及び車両、資機材の不足状況の把握と調整の

必要 
・積雪後の地震動による雪崩・道路閉塞の増加、孤立者・車両内立ち往生等の救

出救助者の把握 
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・管外からの緊援隊の応援要請 
４ 結果概要まとめ 

7 つの優先検討対象の複合災害について、ストーリーシミュレーションを実施し、

東京都全域の対応と重大被災地域の被害、対応状況に焦点を当てて特徴をまとめた。

首都直下地震とそれ以外の自然災害の複合は都内各地で様々な被害が発生すると

想像されるため、広域的な視点で複合災害の特徴を捉える必要がある。 
また、災害が連続する複合災害は拡大、長期化する被害に対して人的・物的リソ

ースを有効に活用しリソースの維持、機能回復をいかに迅速・効率的に行うかが、

消防機関が対応する上で重要である。くわえて、消防職員等の長期的な対応に伴う

体調管理（疲労、衛生環境の悪化）にも注意を払う必要がある。複合災害への対応

は、時間間隔が短いほど「被害が拡大する両災害への同時対応」が求められ、時間

間隔が開けば、「先発災害による被害」と「先発災害の影響により単独で発生する場

合よりも拡大困難化する後発災害の被害」への対応と捉えることができる。 
複合災害の発生状況、対応状況は、本節で実施した 7 つのストーリーシミュレー

ションによって約 700 項目（明文化されている既往任務含む）想像された。それら

をデータとして、消防防災対策上の課題を更に検討していく。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

53



 

→ →

1

5
4



5
5



 

1

-

→ →

5
6



5
7



 

1

-

→ →

5
8



5
9



 

1

→ →

6
0



6
1



 -

→ →

6
2



6
3



 -

→ →

6
4



6
5



6
6



6
7



 -

→ →

6
8



6
9



 

70 

第３節 消防機関における複合災害時の困難性の要因と構造体系の解明 

 
１ 課題解明にあたって 

7 つの優先検討対象のストーリーシミュレーションから、消防機関を中心とした

複合災害に伴う発生事象や必要な任務等に関して、約 700 項目（既往任務含む）の

事象を網羅的に想像し把握した。その結果、7 つの複合災害に関しての一連のシナ

リオを作成することができた。 
このストーリーシミュレーションで想像した発生事象等で構成されている一連

のシナリオを基に複合災害における「消防防災対策上の課題」を解明するが、まず

は、シナリオから複合災害における消防機関の対応を困難化する要因の把握を行っ

た。 

 
２ 抽出した複合災害時の消防機関の対応困難度に係る要因 

  第 2 節第 2項(5)の想像の尺度の概念式（図 3-2-6）を念頭に置き、ストーリーシ

ミュレーションを実施した結果、複合災害に係る消防機関の対応困難度に影響を与

える以下の要因が想定された。概念式（図 3-2-6）と同様に要請量（分子）、対応可

能量（分母）、新たな事象に関して整理した（図 3-3-1）。 
⑴ 要請量（分子）に関する要因 

  ア 複合による被害全体の規模・分布の変動（通称：〖被害規模・分布の変動〗） 

    複数の自然災害が複合することで、物的被害の規模や分布が変動することが

想定される。先に発生した災害の影響により構造物の耐力、地盤が脆弱化する

など、先発災害の影響が残存した状態で、後発災害の外力が上乗せされること

によって、被害の拡大や発生箇所が増加するといった事象が想定された。 
  イ 複合化時（直前）の被災地内滞在人口規模の変動 

（通称：〖人口分布の変動〗） 

前アの『被害規模・分布の変動』に伴い、人的被害にも影響（被害拡大）が

起こり得ることが想像された。さらに、先に発生した災害によっては、避難所

への避難、自宅での避難といった避難状況が原因となって被災地の人口の変動

が起き、人的被害につながる人の滞留状況が災害の種別や時間間隔によって

様々な様相になることが想像された。 

 
本ア、イの要因を総じて「Ⅰ：地域特性を考慮した災害対応に係る要請量」

とした。単独災害も含めて大規模災害時には、どのような被害が発生するかは

地域特性によって異なり、複合災害時では、物的被害の拡大や発生箇所等の分

布が変動し、それに伴って人的被害へ影響する。また、被災地の滞留者の変動

も要請量（分子）に影響する。なお、要請量は消防機関へ顕在化した要請量だ

けでなく、通信障害や通報自体出来ないという潜在的な要請も含まれているこ

とに留意が必要である。 
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⑵ 対応可能量（分母）に関する要因 

  ア 活動環境の悪化による対応困難化と事前計画との不整合 

（通称：〖活動環境悪化〗） 

先に発生した災害により、災害対応に必要なアクセス路や活動場所等が劣悪

な環境になり、後に発生する災害（複合時）の対応が困難になることが想定さ

れた。また、単独での発生では使用できたが、複合災害が重なることで、活動

場所等が複合時には使用できなくなることが起こり得ると考えられた。 
  イ 消防機関リソース消耗と回復困難（通称：〖リソース低減〗） 

先に発生した災害により、使用した資機材や燃料等が消耗し、後に発生する

災害（複合時）の対応に支障が出ることが想定された。また、時間間隔が短い

ほど、前アの影響により、十分な補給が望めず、リソース不足という支障が長

期的かつ多岐にわたり対応に甚大な影響を及ぼすことが想定された。 

 
本ア、イの要因を総じて「Ⅱ：消防の対応可能量」とした。複合災害時の消

防機関の対応力は、先に発生した災害の活動環境悪化、リソースの消耗とその

回復困難が複合災害時には円滑な対応を行うことへの支障となる。 
⑶ 複合化による新たな事象に関する要因 

   複合災害特有の被害等への新たな対応負荷（通称：〖新たな被災〗） 

単独災害時では起こり得ない被害様相が複合災害時には考えられた。湛水期間

中に首都直下地震が発生すると、湛水区域内の高層階で火災が発生してしまうこ

となど、組み合せる災害のそれぞれの現象が、複合することによって単独災害で

は起こり得ない被害様相を生み出し、新たな対応への負荷が発生することが想像

された。本要因を「Ⅲ：複合災害特有の新たに発生する障害等への対応負荷」と

した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3-1 複合災害時の消防機関の対応困難度に係る要因 

 

⑷ 消防機関の対応の困難性を示す概念式 

ストーリーシミュレーションを実施後、想像の尺度に用いた図 3-2-6 の概念式

を再整理した。複合災害時の消防機関の組織としての対応（以下「マネジメント」
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という。)の困難性は、「単独災害時からの困難性」と「複合化後の困難性」で表

現できる。特に複合化後の困難性は、単独災害の影響を加味した、前⑶の要因を

具体的に分子・分母に入れ込むことができる。〖新たな被災〗は、分子・分母に

振り分けることができない、未知の事象が発生するという受け皿の意味も含めて、

概念式の中の第三項として位置づけた（図 3-3-2）。 
図 3-3-2 を複合災害時の消防機関の対応困難性を表現した概念式として、Ⅰ-

①～Ⅲ-①の 5 つの要因（以下「5 つの要因」という）を複合災害時の消防機関の

対応の困難性を構成する要因として着目し、複合災害の課題や対策（第 6 章）を

検討していく上での指標として用いた。 

 
 

 
 
 
 

 
 

図 3-3-2 複合災害時の消防機関の対応困難性を示す概念式 

 
３ 複合災害の構造体系図 

課題・対策を検討する上で俯瞰的に理解しやすくするため、複合災害の対応性の

5 つの要因を分解し構造化した（図 3-3-3）。 
⑴ 〖被害規模・分布の変動〗 

   複合災害では、異なる自然災害の外力が上乗せされることによって、①構造物

等の被害が増大することや、②単独災害では起こり得ない地域での発生や範囲が

拡大するといったこと、物的被害は量の増大や規模拡大、分布の変動が考えられ

た。 
⑵ 〖人口分布の変動〗 

   複合災害による被災地域においては、後発災害の直前に滞留している人口が、

①先発災害による被災地域内の住民・事業者の避難状況、②被災地域の滞留者・

帰宅困難等の状況（結果的に滞留・帰宅困難となった人）、③先発災害の被災地域

への応急復旧活動従事者の状況によって変動する。消防機関の優先事項の任務で

ある人命にかかわる活動の規模や優先順位の意思決定といった対応に影響が生

じると考えられる。 
⑶ 〖活動環境悪化〗 

先発災害による陸路・水路・空路等によるアクセス路の悪化や活動環境の悪化

が対応を困難化することが想定された。また、単独災害を対象とした対応要領や

事前計画が複合災害時に十分に機能しないと考えられた。 
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①アクセス路や活動拠点が先に発生した災害で被災し、使用できない状態で後

に発生した災害の対応を強いられるもしくは②先発災害の影響下における活動

環境が劣悪な中で、後発災害への対応が必要となる、③関係機関の活動拠点等が

先に発生した災害の対応で活用されており、後発災害の対応時に活用できないと

いったことが考えられた。 
⑷ 〖リソース低減〗 

複合災害では、消防機関が保有するリソース（人材・車両・資機材・消防署所

等）の被災や活動長期化に伴う消耗により、さらなる不足、補充の困難化の発生

が推測される。特に人的リソースに関わることとして、①活動できる消防職員の

消耗（疲労や受傷等）、緊援隊の撤退、到着遅延等が考えられる。 
物的リソースに関することとしては、②消防機関（緊援隊含む）の保有資器材

の消耗、消防署所の機能不全等の単独災害時以上の深刻化、③流通や応援機関（協

定事業所等）の機能停止等による消耗した物資の補充困難により、複合災害時の

対応に影響が生じる。 
⑸ 〖新たな被災〗 

複合災害時には、単独災害では想像していない、新たな被害様相の発生が考え

られる。組み合わせる災害の被害拡大に係る要因と対応困難にする要因が組み合

わされることによって、新たな対応負荷となり、消防活動そのものが対応不能と

なることや大幅に阻害されること、消防機関の任務以外の対応の発生が考えられ

る。（例：水害×地震の湛水地域での高層階出火の対応、降灰×地震の車両、舟

艇、ヘリの使用困難化など） 

 

 
 

図 3-3-3 複合災害時の消防機関の対応困難性に関する要因の構造体系図 
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第４節 複合災害時の消防防災機関における課題の解明手法 

 
１ 5 つの困難化要因と複合災害の課題 

前節のストーリーシミュレーションで想像した約 700 項目（既往任務含む）の発

生事象等から、消防機関における複合災害時の 5 つの困難化要因と構造体系を把握

した。本節ではその 5 つの要因を解消するための、複合災害時の消防機関における

課題を解明した。 

 
２ 課題解明手法 

⑴ キーワードの設定及び付与 

ワークシート上で端的に記載されている消防機関における発生事象等を、疑似

的に文章化することを目的にキーワードを付与した。キーワードに関しては、ワ

ークシート全体を俯瞰し、5 つの要因をキーワード（【】）の内容設定の参考とし

ながら、「どのような事案」で、「どのような対象」に、「どのような影響等を想定

しているか」といったことを見定めて、設定した（図 3-4-1、キーワード一覧は

表 3-4-1）。 
また、発生事象等へのキーワード（【】）の付与は前後関係とのつながりとワー

クシートに記載されている単語についての一定のルール（表 3-4-2）を用いてワ

ークシート上に追記した。ワークシートへキーワード（【】）を付与した状況は図

3-4-2 のとおりである。    

 

 

図 3-4-1 キーワード設定方法のイメージ 
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表 3-4-1 キーワード一覧（キーワード【】と発生事象等の内容（対象）対応表） 

 

表 3-4-2 キーワード付与のためのルール 

 

キーワード キーワードの対象

事象(☆・☆☆)
被災/被災範囲/悪化/拡大/ライフラインの停止/流出・漂流物/環境悪化/復旧
遅延/復旧状況/インフラ構造物被災/がれきの発生　等

対応(□・□□) 復旧の状況把握

事象(☆・☆☆)
被災/悪化/拡大/閉塞/湛水・浸水/通行支障/復旧遅延/復旧状況の把握/がれ
きの流出/公共交通の停止　等

対応(□・□□) 進出/降灰/除雪/復旧状況の把握　等

事象(☆・☆☆) 被災/機能不全/停止　等

対応(□・□□) 機能移転/復旧/改善/体制の見直し（施設に関するもの）　等

事象(☆・☆☆)
被災/避難（移動）/受傷（職員は含まない）/発生/滞留/（避難の）困難化/
人口回帰/体調悪化/救出・救助/自宅残存　等

対応(□・□□)
避難/受傷（職員は含まない）/待機/人口回帰/救出・救助/自宅残存/体調悪
化　等

事象(☆・☆☆) 被災/受傷/不足　等

対応(□・□□)
運用・編成/構築/参集/補充/応援/追加/体制の見直し（人員・編成・ロー
テーション等に関するもの）　等

事象(☆・☆☆) 被災/不足/枯渇/破損　等

対応(□・□□)
運用・編成/構築/準備/補充/応援/追加/体制の見直し（資機材に関するも
の）等

事象(☆・☆☆) 困難化/要請の増加/遅延　等

対応(□・□□) 収集/覚地/把握/取得/共有/要請/周知/発信・調整　等

事象(☆・☆☆)
消防水利の被災/出火/延焼/（資機材の損失等による）困難化/増加/撤退・中
止/遅延　等

対応(□・□□) 消防水利の復旧/対応/活動/消火/撤退・中止/遅延　等

事象(☆・☆☆) 困難化/増加/撤退・中止/遅延/体調悪化/人的被害　等

対応(□・□□) 対応/活動/搬送/救出・救助/撤退・中止/遅延　等

事象(☆・☆☆) 対応の増加/受傷　等

対応(□・□□) 実施

救出・救助・救急活動/
搬送

危険物流出/水防活動/誘
導/除雪・徐灰

キーワードの対象に関連する単語の例

【救出救助】

【危険排除等】

被災地域・市街地等
（空間全般）

アクセス環境
（水路、陸路、空路等）

施設（不動産・設備等）
[注：水利関係は【資機材】に

分類]

住民/避難者/在宅避難者
/復旧/事業所/ボラン

ティア等

人員/要員/職員/部隊/体
制・態勢/応援隊・緊援

隊　等

車両/消防水利/装備/活
動物資（燃料・食料等）
/部隊/体制・態勢/応援

隊・緊援隊　等

情報/状況/応援要請　等

消火活動

【被災全般】
（主に活動

環境等に影響す
る物的被害）

【被災者等】
（主に人的被

害）

【消防活動人
員】

【資機材】

【情報】

【消火】

被
災
状
況

消
防
リ
ソ
ｌ
ス

消
防
活
動
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図 3-4-2 ワークシートへキーワード【】を付与した状況 

 
⑵ 発生事象等の 5 つの要因への分類 

   図 3-4-2 の状態のワークシートでの消防機関に関する発生事象（☆マーク）、

対応状況（□マーク）の項目を該当する 5 つの要因に分類した。一覧表（エクセ

ル表）に全て転記し、キーワード（【】）と 5 つの要因（〖〗)を併記した上で、

発生事象等、キーワード、5 つの要因の関係の整合性を確認した（図 3-4-3）。発

生事象等に分類した 5 つの要因のうち、（この時点で 1 つの発生事象に複数の要

因が紐づいている。）構造体系等を踏まえて、主たる要因と従たる要因に分けた

（主は●、従は〇）。再度ワークシート上でも整理の妥当性を確認した。 

なお、単独災害時のみに該当する発生・対応状況や既往計画上の任務そのもの

など、消防機関の対応の困難性に影響がないと推測した事象は 5 つの困難化要因

への分類対象外にした。その結果ワークシート上の全 551 項目を分類した。 
（ワークシートの発生事象等にキーワード（【】）と 5 つの要因（〖〗）を分類

は、巻末資料に一覧表として掲載。） 

 
図 3-4-3 キーワード【】と 5つの要因〖〗の対応状況に一覧表  

 
⑶ 複合災害の課題の取りまとめ方法 

   発生事象等、5 つの要因（〖〗)、キーワード（【】）を活用し、5 つの要因ごと

に、その要因を構成している課題を課題整理表としてまとめた。 
一覧表を用いて、5 つの要因の 1 つ 1 つでフィルターをかけて、複合災害の類

型（ケース）ごとにキーワード（【】）の集まり具合の傾向を見定め、発生事象等

の記載内容のグルーピング化を行い、個別課題としてまとめた。さらに個別課題

が複数の複合災害に共通化しているものを共通課題としてまとめた（図 3-4-4）。 
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   また、個別課題、共通課題に一覧表の番号を記載し、課題整理表から一覧表、

一覧表からワークシート上へ振り返り確認できるように作成していく。一連の流

れ図 3-4-5 に示し、課題整理表のイメージ（一部抜粋）を表 3-4-3 に示す。 

 

図 3-4-4 課題整理表の構成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 3-4-5 課題解明手法と解明した課題の確認
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表 3-4-3 課題整理表の例（Ⅰ-①のみ抜粋） 
＜凡例＞ 
［１］：ケースごとの各課題（記載内容）に関連するワークシート（WS）上の記載項⽬の「整理番号」（巻末資料「ワークシート記載項⽬⼀覧表」を参照） 

・発⽣事象（★★・☆☆・★・☆）に関するものは下線（［１］）、対応状況（■■・□□・■・□）に関するものは斜字（［１］）にて記載 
 ❶ ：構造体系に基づく番号 
  ：各ケースにおいて共通する課題（共通課題） 
  ：ケースごとに⽣じる課題（個別課題） 

困難性の要因 

┗：中項目 

└：細項目 

複合類型（検討 7 ケース）における課題（消防活動上の困難性・重大性をもたらす具体的な事項） 

地震×水害： 4 ケース 
地震×風害： 

 1 ケース  

地震×降灰：  

1 ケース 

地震×雪害 ： 

1 ケース 

（地震）先発型 

整理番号：［1］〜［89］ 

同時（地震）先発型 

整理番号：［90］〜［192］ 

同時（地震）後発型 

整理番号：［193］〜［287］

（地震）後発型 

整理番号：［288］〜［366］ 

同時（地震）後発型 

整理番号：［367］〜［457］

同時（地震）後発型 

整理番号：［458］〜［596］ 

同時（地震）後発型 

整理番号：［597］〜［702］ 

Ⅰ 

地
域
特
性
を
考
慮
し
た
災
害
対
応
に
係
る
要
請
量
に
関
す
る
事
項
（
１
／
２
） 

Ⅰ－①： 

被害全体の規

模・分布状況

の変動 
┗❶被害量の増

大 

┗❷被害の分布

状況の拡大・変

化 

 
 

 被害分布の拡大・変動に伴い把握すべき情報、情報収集・伝達の困難性の増大、情報の輻輳が発生するとともにそれらを踏まえた意思決定（マネジメント）の困難化・複雑化が生じる 

［22、30、32、70、103、106、107、110、117、122、132、146、147、150、157、170、210、215、216、219、223、226、257、260、313、324、340、350、351、367、368、386、399、400、401、402、406、
407、408、413、417、419、432、434、435、436、437、458、459、460、486、506、507、510、511、520、521、523、531、565、567、568、598、599、612、631、632、634、635、648、671、673］（❶・

❷） 
 被害分布の拡大・変動に伴う活動要請が増加する［179、182、185、186、275、282、283、360、361、425、428、442、534、538、541、544、554、585、613、656、666、692、694］（❶・❷） 
 要請量の増加に対応するための各本部機能（東京消防庁本庁本部、署隊本部等）の維持に関する意思決定が困難化する［19、105、212、218、314、315、316、398、403、404、405、504、513、

514、515、562、595、630、633、701］（❶・❷） 
 震災対応の収束

状況や水害のリ
ードタイムを踏
まえた対応検討
の困難化［16、18、
21、23、24、25、26、
27、29、35、36、37、
43、44、60、62、63、
64、68、74］（❶・
❷） 

 先発地震の影響
を踏まえた活動
環境選定の困難
化［19、40、41、67、
70、76］（❶・❷） 

 先発地震後のダ
メージ残存によ
る後発水害の被
害拡大［31、42］
（❶・❷） 

 復旧事業者等を
含む救出救助要
請の増加［77、78、
82、83］（❶・❷） 

 震災用部隊・水害用部
隊及び管外応援隊の
同時運用によるマネ
ジ メ ン ト の 困 難化
［112、113、115、118、
119、120、121、124、125、
126、129、131、134、135、
148、151、153、167、171、
174］（❶・❷） 

 水害のリードタイム
を踏まえた対応の検
討・判断の困難化［105、
108、109、110、149、161］
（❶・❷） 

 先発地震後の応急復
旧未完了施設への後
発水害による市街地
被害の甚大化［127、
128、133、145、165、166］
（❶・❷） 

 危険排除・誘導等の対
応の発生による対応
負荷の増加（⽔防活動
や先発地震により避
難者が蝟集するヘリ
発着場からの誘導危
険物流出への対応の
発⽣、等）［152、176、
181］（❶・❷） 

 先発地震後の自宅残
留者宅における消火・
救出・救助要請の増加
［177、179、182］（❶・
❷） 

 水害用部隊・震災用
部隊及び管外応援隊
の同時運用によるマ
ネジメントの困難化
［202、220、221、224、
227、231、232、256］
（❶・❷） 

 長期湛水の継続下に
おける自宅残存者の
増加による要請の消
火・救出救助要請の
増加［250］（❶・❷）

 長期湛水区域におけ
る移動が困難な状況
下における対応検討
の困難化（陸路及び
がれきの⼤量流出に
よる⽔路の利⽤不可
の場合等）［266］（❶・
❷） 

 先発水害後の後発地
震による市街地被害
の甚大化、対応・判断
の困難化［213、217、
284］（❶・❷） 

 危険排除等の対応の
発生による対応負荷
の増加［267］（❶・❷）

 湿潤した倒壊がれ
き・流出がれきの腐
敗による衛生環境の
悪化［277］（❶・❷）

 堆積したがれきの乾
燥による出火リスク
の増加［280］（❶・❷）

 先発水害の影響を踏
まえた活動環境の選
定の困難化［ 352 ］
（❶・❷） 

 水害対応の収束時の
突発的な後発災害
（地震）の発生によ
る体制構築・対応の
困難化［302、317、318、
319、320、321、322、
323、324、339］（❶・
❷） 

 外壁の剥離及び撤去
により、耐火・防火性
が低下した構造物へ
の延焼の拡大リスク
の増大（復旧時の⼈
⼝回帰に伴う⽕気の
使⽤率の増加による
出⽕件数の増加、先
発⽔害による被災に
よる剥離及び復旧作
業 時 の 撤 去 等 に 起
因）［355、356、357、
366］（❶・❷） 

 先発水害後に耐力低
下した施設において
応急復旧が未完了で
ある場合の地震動に
よる被害の拡大（⽔
災後の低層階構造の
耐⼒低下、構造物の
倒壊の拡⼤）［308、
358］（❶・❷） 

 強風に伴う通行支障
の継続による部隊編
成・派遣に係る所要
時間の増加［409、410］
（❷）） 

 先発風害における建
物の構造被害に伴う
防火・耐火性能の低
下及び風害発生中の
後発地震による延焼
規模拡大・甚大化（市
街地大規模火災の発
生）［380、381、420、
421、422、427、438、
447、448、449、450、
452］（❶・❷） 

 強風の継続による建
物倒壊の増加［441］
（❶・❷） 

 広域的な降灰被害を想定
した部隊運用等の意思決
定の困難化［465、466、467、
468、473、501、508、509、516、
517、522、527、542、569、570、
580］（❶・❷） 

 降灰により陸路・空路・水
路の移動が極めて困難と
なる状況下における情報
収集・活動の困難化［472］
（❶・❷） 

 降灰時の健康被害・停電等
に伴う救出救助活動、搬送
活動の増加［552、553、555、
557］（❶・❷） 

 消火・救出救助活動以外の
対応負荷の増大（活動を実
施するための除灰作業等
を踏まえた⼈的・物的リソ
ースの確保等のマネジメ
ント）［546、548、551、556、
592］（❶・❷） 

 住民の自宅避難の継続・長
期停電の発生よる火気使
用率の増加、出火件数の増
大［539、587、590］（❶・❷）

 発地震により耐力低下し
た構造物への降灰及び降
雨による荷重増加に伴う
倒壊件数の増加［545、577］
（❶・❷） 

 降灰・降雨及び地震動に伴
う土砂災害の発生・拡大
［558、559、581、582、584］
（❶・❷） 

 広域的な降積雪被害を想
定した部隊運用等の意思
決定の困難化［603、604、
636、637、638、639、640、643、
647、649、652、672、675、676］
（❶・❷） 

 陸路・空路移動の支障によ
る震災対応の検討・実施の
困難化（地震後の道路被災
箇所の不明瞭化、⽴ち往⽣
⾞両による緊急⾞両の通
⾏不能、視界不良による⾛
⾏速度の低下及び航空不
能等）［685、691、702］（❶・
❷） 

 先発地震により耐力低下
した構造物への降・積雪の
継続による倒壊件数の増
加［658、682、684］（❶・❷） 

 住民の自宅避難の継続・長
期停電の発生よる火気使
用率の増加、出火件数の増
大［657、686、687、689］（❶・
❷） 

 消火・救出救助活動以外の
対応負荷の増大（活動を実
施するための除雪作業等
を踏まえた⼈的・物的リソ
ースの確保等のマネジメ
ント）［659、662、667、695］
（❶・❷） 

 融雪・降雨及び地震動に伴
う土砂災害の発生・拡大
［690、696、697］（❶・❷） 
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第５節 優先検討対象以外の複合災害の困難化要因、課題の確認 

 
１ 優先検討対象以外の課題整理 

  優先検討対象以外の複合災害の中に、優先検討対象とは異なる独自の消防機関の

対応の困難性に係る要因等が埋もれていないか、5 つの要因と整合するかについて

検討した（図 3-5-1）。検討にあたっては優先検討対象を選定する際に設定した前提

条件の下、簡易的に定性的なシナリオを検討した。優先検討対象以外の困難性に係

る要因を整理する際の時間間隔は図 3-5-2 のとおりとした。 
  また、海溝型地震と首都直下地震の複合に関しても併せて検討した。 

 

 
図 3-5-1 優先検討対象以外の複合災害の検討 
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図 3-5-2 優先検討対象以外の複合災害の想定した時間間隔 

 

⑴ 地震×風害（先発型、同時先発型、後発型） 

   首都直下地震と風害の 3 つの複合災害についての独自の発生事象等は表 3-5-1

のとおりである。同時先発型は同時後発型と同様に地震火災の急速な延焼拡大が

懸念されるが、先発型と後発型では、地震火災と強風・暴風の複合は考慮する必

要はなく、構造物被害や停電等の長期化が懸念と考えられた。同時先発型は同時

後発型と同様に地震火災の急速な延焼拡大が懸念されるが、同時先発型は先の地

震発生に伴う消防力が集結した状態である。そのため、対応力としても同時後発

型より充足している。よって同時後発型の発生事象等で、地震と風害の複合災害

時の困難化要因は概ね網羅できていると判断した。 
⑵ 地震×降灰（先発型、同時先発型、後発型） 

首都直下地震と降灰の 3 つの複合災害についての独自の発生事象等は表 3-5-2

のとおり、降灰による活動障害が懸念され、車両運行や資機材の不具合など降灰

の 中の震災対応は、同時後発型と同様に様々な活動に支障をきたすと考えた。 
先に地震が発生する先発型と同時先発型は、避難所に避難した後に降灰が発生

すると避難先の避難生活の継続が困難になる場合もあり、更なる広域避難が発生

するといったケースも想定された。 
そういった降灰が先に発生することの特有の発生事象等は考えられるが、同時

後発型で想定された発生事象と類似しており、5 つの要因に集約されると判断し

た。 
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⑶ 地震×雪害（先発型、同時先発型、後発型） 

   首都直下地震と雪害の複合災害に関する優先検討対象以外の独自の問題・課題

は表 3-5-3のとおりである。降灰と同様に活動障害が懸念され、積雪による交通

障害や地震による被災箇所の不明瞭化などが起こり得る。しかし、雪害は降灰ほ

ど、環境悪化が長期間継続しないこと、人体への影響も少ないと考えられた。 
よって雪害の同時後発型の検討内容と降灰の検討内容から課題等は網羅でき

ると判断した。 

⑷ 優先検討対象の汎用性の検討結果（風害、降灰、雪害） 

   優先的に検討した 7 ケースの複合災害とそれ以外の 9 つの結果では、独自の特

徴的な発生事象等は散見されるが、優先検討対象で解明した 5 つの要因で包含で

きると考えた。特に、先発型、後発型といった時間間隔が開いている複合災害は

同時型ほど対応が困難な状況にならないと考えられた。先発型や後発型は、先発

災害の影響で被害規模等が拡大し、後発災害への対応が困難化すると想像され、

リソース等の回復が重要であると想像された。優先検討対象以外の概要は表 3-

5-4、優先検討対象との比較は表 3-5-5のとおりである。 
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表 3-5-1 地震×風害の優先検討対象以外の整理（先発型、同時先発型、後発型） 
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表 3-5-2 地震×降灰の優先検討対象以外の整理（先発型、同時先発型、後発型） 
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表 3-5-3 地震×雪害の優先検討対象以外の整理（先発型、同時先発型、後発型） 
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8
5 

 水 害 風 害 降 灰 雪 害 

首

都

直

下

地

震 

先
発
型 

［被災・復旧状況］先発直下地震による被害から概ねの復旧が完

了しているが、ダメージの残存に伴い、後発水害の被害が拡大（活

動環境の悪化・集積がれき流出等）し、消防の対応体制（震災非

常配備体制・水防体制）やリソース（人的・物的）の再配備等に

係る状況把握・意思決定等の困難性が増大する。 

［人口分布の変動］また、先発直下地震後のインフラ・ライフラ

インの順次復旧に伴い、被災地内居住者やボランティア等が被災

地域に回帰し、被災地内の人口が増大することで、後発水害によ

る被災及び救出・救助対応が増大するケースである。 

［本複合分類の概要］特に、自管内対応、派遣規模縮小下での復

旧事業者やボランティアの被災等による対応負荷が顕著となる

ケース 

［被災・復旧状況］先発直下地震による被害から概ねの復

旧が完了しており、地震による火災が鎮火している状況下

での風害発生となる。地震動による耐力低下後の構造物へ

の強風による構造物被害や飛散物による障害物等が主な

発生事象となる。 

［人口分布の変動］ボランティア等の復旧作業者等の被災

地内人口が増加することで、後発風害の人的被害が拡大

し、救出救助の要請量が増大する可能性がある。 

［優先検討対象との比較］、同時（地震後発）型に比べ、

地震火災が収束していることから、対応の困難性や負荷が

大幅に低減されるケースとなる。 

［被災・復旧状況］先発直下地震による被害から概ねの復旧（主要道

路等の仮復旧）が完了しているが、後発降灰の影響で本復旧対応に遅

延が生じる。また、地震動により構造被害が生じた建物（長スパン屋

根構造物・木造家屋等）への降灰の堆積により、時間経過に伴い建物

倒壊が拡大する。 

［人口分布の変動］ボランティア等の復旧作業者等による被災地への

流入による人口増加や、長スパン構造物の避難所（体育館等）からの

再避難時に後発降灰の人的被害（呼吸器への影響等）が拡大し、救出・

救助の要請量が増大する可能性がある。 

［優先検討対象との比較］先発直下地震の仮復旧が完了していること

から、消防の活動上、後発災害時は、降灰単独への対応が主となるた

め、困難性や対応負荷は、同時（地震後発）型と比べて大幅に低減さ

れるケースとなる。 

［被災・復旧状況］先発直下地震による被害から概ねの復旧

（主要道路等の仮復旧）が完了しているが、後発雪害の影響

で本復旧対応に遅延が生じる。また、地震動により構造被害

が生じた建物（長スパン屋根構造物・木造家屋等）への積雪

により、時間経過に伴い建物倒壊が拡大する。 

［人口分布の変動］ボランティア等の復旧作業者等による

被災地への流入による人口増加や、長スパン構造物の避難

所（体育館等）からの再避難時の負傷等により、救出・救助

の要請量が増大する可能性がある。 

［優先検討対象との比較］先発直下地震の仮復旧が完了し

ていることから、消防の活動上、後発災害時は、雪害単独の

対応が主となるため、困難性や対応負荷は、同時（地震後

発）型と比べて大幅に低減されるケースとなる。 

同
時
先
発
型 

［被災・復旧状況］先発直下型地震による被害後の仮復旧段階か

ら後発水害のリードタイムが開始するため、震災用／水災用緊援

隊等の同時運用をはじめ、消防活動環境（拠点・アクセス・リソ

ース）の制限（低減）により消防対応量・配備に係る状況把握・

意思決定等の困難性が増大する。 

［人口分布の変動］また、先発直下地震によるインフラ（鉄道・

道路）の未復旧に伴う広域避難の困難化により、増大した自宅避

難者宅からの出火箇所の消火活動や流出物の増大による救出救

助活動が困難化するケースである。 

［本複合分類の概要］特に、先発直下型地震後の本復旧前であり、

浸水被害の甚大化が見込まれ、さらに、自宅避難者が多く残る重

大被災地域周辺では自宅避難中の出火等による対応負荷が顕著

となるケース 

［被災・復旧状況］先発直下型地震による被害への仮復旧

作業中であり、消防機関は、救出救助・消火活動中におい

て後発風害が発生する状況となる。地震による火災が鎮火

していない場合、強風により、構造物被害に加え、延焼の

拡大が懸念される。 

［人口分布の変動］先発直下地震で構造被害を受けた地域

住民は、避難所へ避難していることから、被災地内居住者

（風害による構造物被害が予測される建物居住者）は、一

時的に減少している。 

［優先検討対象との比較］地震後の火災が鎮火していない

場合、延焼の拡大が懸念される一方、同時（地震後発）型

に比べ、先発直下地震への初動対応に必要な消防力が確保

されていることや、一部地域住民が避難している状況を考

慮し、対応の困難性や負荷が低減されるケースとなる。 

［被災・復旧状況］先発直下型地震による被害への仮復旧作業中に後

発降灰が開始することで、応急対応や仮復旧の更なる遅延（積灰荷重

による構造物被害の増加、降灰・倒壊による道路状況の悪化等）、救出

救助・消火活動に支障が生じることが懸念される。また、地震動によ

り構造被害が生じた建物（長スパン屋根構造物・木造家屋等）への降

灰の堆積により、時間経過に伴い建物倒壊が拡大する。 

［人口分布の変動］先発地震後の在宅避難者や長スパン構造物の避難

所では再避難の必要性が生じるが、降灰・積灰により移動が困難とな

り、降灰による呼吸器への影響等のほか、避難中の負傷等が発生する

可能性がある。 

［優先検討対象との比較］同時（地震後発）型に比べ、先発直下地震

への初動対応に必要な消防力が確保されていること（都内への降灰開

始までの期間は救助ヘリが利用可能等）や、一部地域住民が避難して

いる状況を考慮し、困難性や対応負荷が低減されるケースとなる。 

［被災・復旧状況］火山降灰同様、先発直下型地震による被

害への仮復旧作業中に後発雪害が発生することで、応急対

応や仮復旧の更なる遅延（積雪荷重による構造物被害の増

加、積雪・倒壊による道路状況の悪化等）、救出救助・消火

活動に支障が生じることが懸念される。また、地震動により

構造被害が生じた建物（長スパン屋根構造物・木造家屋等）

への積雪により、時間経過に伴い建物倒壊が拡大する。 

［人口分布の変動］長スパン構造物の避難所では再避難の

必要性が生じるが、降積雪により移動が困難となり、避難中

の負傷等が発生する可能性がある。 

［優先検討対象との比較］先発直下地震への初動対応に必

要な消防力が確保されていること（救助ヘリの利用可能等）

や、雪害のリードタイム等を考慮し、困難性や対応負荷は、

同時（地震後発）型に比べて低減されるケースとなる。 

同
時
後
発
型 

［被災・復旧状況］先発水害による浸水被害が未復旧（重大被災

地域：江東デルタ）の状況下で、突発的に直下地震が発生するこ

とにより、震災用／水災用緊援隊等の同時運用の準備期間がな

く、消防活動環境（活動拠点・アクセス・リソース）が制限（低

減）される中、消防対応量の確保・維持に係る状況把握・意思決

定等の困難性が増大する。 

［人口分布の変動］先発水害により、広域避難は一定数実施され、

後発地震被災地内残存者が一部低減されるものの、湛水の長期化

（ゼロメートル市街地等）に伴う自宅避難者（垂直避難者）をは

じめとした被災地内残存者の火気の使用による出火に対する、消

火活動や残存者の救出救助活動が困難化するケースである。 

［本複合分類の概要］特に、自宅避難者が多く残る高層建築物（ア

クセス困難な長期湛水区域内）の出火等による対応負荷が顕著と

なるケース 

［被災・復旧状況］強風による被害後の仮復旧が未完了で

あり、強風が継続している状況下で、突発的に後発直下型

地震が発生することにより、地震による出火後の飛火・輻

射熱の広範な伝播、放水の拡散等により火災の拡大（延焼）

が甚大となり、消火活動が困難となる。また、通信障害や

活動環境の悪化（空路制限や倒壊建物に伴うアクセス路の

閉塞等）により、消防活動が困難化する。 

［人口分布の変動］先発風害後は、著しい構造被害を受け

た住家等の居住者を除き、停電の状況下で自宅避難を実施

していることから、避難者の屋内火気等の使用による後発

地震時の潜在的出火リスクが増大するケースである。 

［本複合分類の概要］特に、構造被害（外壁剥離・開口部・

屋根等の破壊等）を受けた市街地内建築物の出火件数の増

加・延焼等による対応負荷が顕著となるケース 

［被災・復旧状況］火山降灰によるインフラ・ライフラインの停止等

の被害が継続する状況下で、突発的に後発直下型地震が発生すること

により、管内の活動現場へ移動（陸路・水路・空路）・広域応援（緊援

隊）等に係る移動や（特に航空機を用いた）被災地内外の状況把握が

困難化し、消防活動全般へ甚大な支障が生じる。 

［人口分布の変動］都内全域における降灰継続及び除灰対応の遅延に

伴う避難の困難化により、増大した自宅避難者の火気使用による出火

件数の増加や建物倒壊（積灰荷重増に伴う）等による救出救助活動の

要請件数が増加し、対応負荷が増大するケースである。 

［本複合分類の概要］特に、広域的な降灰の継続による、移動手段や

経路をはじめとした活動環境の悪化等よる対応負荷が顕著となるケ

ース 

［被災・復旧状況］火山降灰同様、雪害による被害後の仮復

旧が未完了かつ降積雪が継続した状況下で、突発的に後発

直下型地震が発生することにより、管内の活動現場へ移動

（陸路・水路・空路）や広域応援等に係る移動、被災地内外

での状況把握が困難化する。 

［人口分布の変動］また、都内全域での降雪継続及び除雪対

応の遅延に伴う避難の困難化により、増大した自宅避難者

の火気使用による出火件数の増加や建物倒壊（雪荷重増に

伴う）等による救出救助活動の要請件数が増加し、対応負荷

が増大するケースである。 

［本複合分類の概要］特に、積雪の継続による、移動手段や

経路をはじめとした活動環境の悪化等よる対応負荷が顕著

となるケース 

※火山降灰時と比較して活動環境の悪化に関する影響の程

度は小さい（被害規模・被害スパン等） 

後
発
型 

［被災・復旧状況］先発水害による被害後の対応が概ね収束して

いる状況であり、先発対応していた管外からの広域応援（緊援隊）

の規模が縮小（撤退）した状況下で、突発的に直下地震が発生す

ることで、管外からの広域応援（緊援隊）の再要請や管内態勢の

再配備、消防活動環境（活動拠点・アクセス・リソース）の制限

（低減）による消防対応量の確保・維持に係る状況把握・意思決

定等の困難性が増大する。 

［人口分布の変動］また、被災地内の人口の増大や水害後の自宅

復旧作業（低層階部の剥離・除去等）に伴う構造耐力や耐火・防

火性が低下した建物の残存、火気の使用率の増大により、後発直

下地震の被害による消火及び救出・救助対応の増大するケースで

ある。 

［本複合分類の概要］特に、自宅等の復旧のために回帰した地域

内人口の被災（構造耐力や耐火・防火性が低下した建物の倒壊・

出火含む）等による対応負荷が顕著となるケース 

［被災・復旧状況］後発首都直下地震直前の状況は、強風

は停止し、市街地の復旧は進んでいるが、先発風害による

構造的被害（外壁剥離に伴う耐震性、防・耐火性の低下等）

の残存により、後発直下地震の被害拡大が想像される。 

［人口分布の変動］ボランティア等の復旧作業者等による

被災地内への流入が開始された地域では、被災地内人口が

増加することで、後発首都直下地震の人的被害が拡大し、

救出・救助の要請量が増大する可能性がある。 

［優先検討対象との比較］先発風害による構造被害から概

ね市街地の復旧が進む状況であり、同時（地震後発）型に

比べ強風の小康化に伴う消防活動環境の改善（着火・延焼

リスクの低減、救助ヘリの利用等）が見込まれることから

対応の困難性や負荷が低減されるケースとなる。 

［被災・復旧状況］後発首都直下地震直前の状況は、降灰が停止して

いる一方、降灰が堆積した構造物への地震動に伴う被害拡大（耐力低

下に伴う積灰荷重の残存による建物倒壊等）や活動障害（道路への積

灰による被災箇所の不明瞭化、通行支障等）により、後発直下地震の

対応が困難となり、被害の拡大が想像される。 

［人口分布の変動］降灰の停止により、被災地内の除灰作業が進む一

方、ボランティア等の復旧作業者等の被災地内流入により人口が増加

するため、後発首都直下地震による人的被害が拡大し、救出・救助の

要請量が増大する可能性がある。 

［優先検討対象との比較］降灰の停止や、除灰作業等の継続により、

市街地被害（停電、交通麻痺等）が改善されている地域では同時（地

震後発）型に比べ、消防機関の活動環境の改善が見込まれることから、

対応の困難性や負荷が低減されるケースとなる。 

［被災・復旧状況］後発首都直下地震直前の状況は、降雪が

停止している一方、積雪した構造物への地震動に伴う被害

拡大（耐力低下に伴う積雪荷重の残存による建物倒壊等）や

活動障害（道路への積雪による被災箇所の不明瞭化、通行支

障等）により、後発直下地震の対応が困難となり、被害の拡

大が想像される。また、融雪・地震動に伴う雪崩等が一部で

発生する。 

［人口分布の変動］降雪の停止により、被災地内の除雪作業

が進む一方、ボランティア等の復旧作業者等の被災地内流

入により人口が増加するため、後発首都直下地震による人

的被害が拡大し、救出・救助の要請量が増大する可能性があ

る。 

［優先検討対象との比較］積雪が解消された状態における

後発直下地震の発災であるため、消防機関の活動環境（路面

の凍結、主要道路の閉塞等）の改善が見込まれることから、

困難性や対応負荷は、同時（地震後発）型に比べて低減され

るケースとなる。 

 

表 3-5-4 優先検討対象以外の課題の概要
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２ 首都直下地震×海溝型地震 

首都直下地震と海溝型地震の複合災害は、首都直下地震と南海トラフ地震を具体

的な災害として設定し検討した。2 つの大規模地震が繰り返し発生することによっ

て被害が甚大化することは容易に想定できる。しかし、同種の自然災害の複合であ

るために被害の特徴が類似すると想定し、発生事象については、地震の特性（長周

期地震動等）の違いに絞ってまとめた。 
首都直下地震と南海トラフ地震が複合するタイミングは、救出・救助活動が行わ

れ、緊援隊を応援・受援している状況（同時先発、同時後発）を想定した。 
その場合、首都直下地震と南海トラフ地震の複合災害では、東京消防庁の震災時

の態勢を踏まえて、首都直下地震が先発するか後発するかで対応状況が変わってく

る。首都直下地震が先発した場合、東京消防庁管内対応が主眼となり、後発の南海

トラフ地震が発生すると受援している緊援隊が撤退し、リソースの補充が難しくな

る。 
南海トラフ地震が先発した場合、東京消防庁管内の被害状況によって対応状況が

変わってくる。先発の南海トラフ地震時の管内の被害が甚大な場合、南海トラフ地

震を対象とした対応を行い、後発の首都直下地震の対応を継続して行うこととなる。

先発の南海トラフ地震の被害が、東京消防庁管内では軽微な場合、甚大な被害の自

治体へ緊援隊として応援に派遣されている状況が想定され、その後の首都直下地震

は、リソースが分断された状態で震災対応を行うことになる。概要を表 3-5-6 に示

す。 
検討の結果、首都直下地震と海溝型地震の複合災害の大まかな問題・課題等は、

単独の首都直下地震より被害が膨大（要請量の増加）になること、単独地震の活動

環境悪化・リソース低減に加えて緊援隊の受援不可やアクセス路の限定など対応力

が低下することが考えられた。 
以上より、優先検討対象以外の複合災害についても、7 ケースの優先検討対象に

ついてのストーリーシミュレーション実施結果から抽出した、複合災害時の困難性

に係る 5 つの要因に集約できると考えられる。 
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表 3-5-6 首都直下地震と海溝型地震の複合時の特徴（リソース分断と長周期地震動に着目） 
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第６節 課題解明のまとめ 

消防機関の BCP 等の既往計画を活用したストーリーシミュレーションを通じて、

複合災害時のマネジメントを困難化する 5 つの要因を把握した。それらを概念式に当

てはめることで、要請量（Ⅰ）、対応可能量（Ⅱ）、新たな対応負荷（Ⅲ）の 3 つにカ

テゴリー化し、さらに、5 つの要因をストーリーシミュレーションの結果から構造的

に整理することで、複合災害時の消防機関のマネジメントの困難性を総括する構造体

系図を作成した（図 3-6-1）。 

また、5 つの要因ごとに、ストーリーシミュレーションで想像した発生事象等を集

約することで、各々の要因に該当した「複合災害時の課題」としてまとめた(表 3-6-

1)。 

以上より 5 つの要因で全 122 項目の消防機関のマネジメントを困難化する複合災

害時の課題（一部ストーリーシミュレーションで想像していない課題を加えた）とし

て解明した。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-6-1 消防機関における複合災害の構造体系 

89



 

     

9
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 3-6-1 複合災害の困難性の要因ごとの課題整理表（１/５） 

＜凡例＞ 
［１］：ケースごとの各課題（記載内容）に関連するワークシート（WS）上の記載項⽬の「整理番号」（巻末資料「ワークシート記載項⽬⼀覧表」を参照） 

・発⽣事象（★★・☆☆・★・☆）に関するものは下線（［１］）、対応状況（■■・□□・■・□）に関するものは斜字（［１］）にて記載 
 ❶ ：構造体系に基づく番号 
  ：各ケースにおいて共通する課題（共通課題） 
  ：ケースごとに⽣じる課題（個別課題） 

困難性の要因 

┗：中項目 

└：細項目 

複合類型（検討 7 ケース）における課題（消防活動上の困難性・重大性をもたらす具体的な事項） 

地震×水害： 4 ケース 
地震×風害： 

 1 ケース  

地震×降灰：  

1 ケース 

地震×雪害 ： 

1 ケース 

（地震）先発型 

整理番号：［1］〜［89］ 

同時（地震）先発型 

整理番号：［90］〜［192］ 

同時（地震）後発型 

整理番号：［193］〜［287］

（地震）後発型 

整理番号：［288］〜［366］ 

同時（地震）後発型 

整理番号：［367］〜［457］

同時（地震）後発型 

整理番号：［458］〜［596］ 

同時（地震）後発型 

整理番号：［597］〜［702］ 

Ⅰ 

地
域
特
性
を
考
慮
し
た
災
害
対
応
に
係
る
要
請
量
に
関
す
る
事
項
（
１
／
２
） 

Ⅰ－①： 

被害全体の規

模・分布状況

の変動 
┗❶被害量の増

大 

┗❷被害の分布

状況の拡大・変

化 

 
 

 被害分布の拡大・変動に伴い把握すべき情報、情報収集・伝達の困難性の増大、情報の輻輳が発生するとともにそれらを踏まえた意思決定（マネジメント）の困難化・複雑化が生じる 

［22、30、32、70、103、106、107、110、117、122、132、146、147、150、157、170、210、215、216、219、223、226、257、260、313、324、340、350、351、367、368、386、399、400、401、402、406、
407、408、413、417、419、432、434、435、436、437、458、459、460、486、506、507、510、511、520、521、523、531、565、567、568、598、599、612、631、632、634、635、648、671、673］（❶・

❷） 
 被害分布の拡大・変動に伴う活動要請が増加する［179、182、185、186、275、282、283、360、361、425、428、442、534、538、541、544、554、585、613、656、666、692、694］（❶・❷） 
 要請量の増加に対応するための各本部機能（東京消防庁本庁本部、署隊本部等）の維持に関する意思決定が困難化する［19、105、212、218、314、315、316、398、403、404、405、504、513、

514、515、562、595、630、633、701］（❶・❷） 
 震災対応の収束

状況や水害のリ
ードタイムを踏
まえた対応検討
の困難化［16、18、
21、23、24、25、26、
27、29、35、36、37、
43、44、60、62、63、
64、68、74］（❶・
❷） 

 先発地震の影響
を踏まえた活動
環境選定の困難
化［19、40、41、67、
70、76］（❶・❷） 

 先発地震後のダ
メージ残存によ
る後発水害の被
害拡大［31、42］
（❶・❷） 

 復旧事業者等を
含む救出救助要
請の増加［77、78、
82、83］（❶・❷） 

 震災用部隊・水害用部
隊及び管外応援隊の
同時運用によるマネ
ジ メ ン ト の 困 難化
［112、113、115、118、
119、120、121、124、125、
126、129、131、134、135、
148、151、153、167、171、
174］（❶・❷） 

 水害のリードタイム
を踏まえた対応の検
討・判断の困難化［105、
108、109、110、149、161］
（❶・❷） 

 先発地震後の応急復
旧未完了施設への後
発水害による市街地
被害の甚大化［127、
128、133、145、165、166］
（❶・❷） 

 危険排除・誘導等の対
応の発生による対応
負荷の増加（⽔防活動
や先発地震により避
難者が蝟集するヘリ
発着場からの誘導危
険物流出への対応の
発⽣、等）［152、176、
181］（❶・❷） 

 先発地震後の自宅残
留者宅における消火・
救出・救助要請の増加
［177、179、182］（❶・
❷） 

 水害用部隊・震災用
部隊及び管外応援隊
の同時運用によるマ
ネジメントの困難化
［202、220、221、224、
227、231、232、256］
（❶・❷） 

 長期湛水の継続下に
おける自宅残存者の
増加による要請の消
火・救出救助要請の
増加［250］（❶・❷）

 長期湛水区域におけ
る移動が困難な状況
下における対応検討
の困難化（陸路及び
がれきの⼤量流出に
よる⽔路の利⽤不可
の場合等）［266］（❶・
❷） 

 先発水害後の後発地
震による市街地被害
の甚大化、対応・判断
の困難化［213、217、
284］（❶・❷） 

 危険排除等の対応の
発生による対応負荷
の増加［267］（❶・❷）

 湿潤した倒壊がれ
き・流出がれきの腐
敗による衛生環境の
悪化［277］（❶・❷）

 堆積したがれきの乾
燥による出火リスク
の増加［280］（❶・❷）

 先発水害の影響を踏
まえた活動環境の選
定の困難化［ 352 ］
（❶・❷） 

 水害対応の収束時の
突発的な後発災害
（地震）の発生によ
る体制構築・対応の
困難化［302、317、318、
319、320、321、322、
323、324、339］（❶・
❷） 

 外壁の剥離及び撤去
により、耐火・防火性
が低下した構造物へ
の延焼の拡大リスク
の増大（復旧時の⼈
⼝回帰に伴う⽕気の
使⽤率の増加による
出⽕件数の増加、先
発⽔害による被災に
よる剥離及び復旧作
業 時 の 撤 去 等 に 起
因）［355、356、357、
366］（❶・❷） 

 先発水害後に耐力低
下した施設において
応急復旧が未完了で
ある場合の地震動に
よる被害の拡大（⽔
災後の低層階構造の
耐⼒低下、構造物の
倒壊の拡⼤）［308、
358］（❶・❷） 

 強風に伴う通行支障
の継続による部隊編
成・派遣に係る所要
時間の増加［409、410］
（❷）） 

 先発風害における建
物の構造被害に伴う
防火・耐火性能の低
下及び風害発生中の
後発地震による延焼
規模拡大・甚大化（市
街地大規模火災の発
生）［380、381、420、
421、422、427、438、
447、448、449、450、
452］（❶・❷） 

 強風の継続による建
物倒壊の増加［441］
（❶・❷） 

 広域的な降灰被害を想定
した部隊運用等の意思決
定の困難化［465、466、467、
468、473、501、508、509、516、
517、522、527、542、569、570、
580］（❶・❷） 

 降灰により陸路・空路・水
路の移動が極めて困難と
なる状況下における情報
収集・活動の困難化［472］
（❶・❷） 

 降灰時の健康被害・停電等
に伴う救出救助活動、搬送
活動の増加［552、553、555、
557］（❶・❷） 

 消火・救出救助活動以外の
対応負荷の増大（活動を実
施するための除灰作業等
を踏まえた⼈的・物的リソ
ースの確保等のマネジメ
ント）［546、548、551、556、
592］（❶・❷） 

 住民の自宅避難の継続・長
期停電の発生よる火気使
用率の増加、出火件数の増
大［539、587、590］（❶・❷）

 発地震により耐力低下し
た構造物への降灰及び降
雨による荷重増加に伴う
倒壊件数の増加［545、577］
（❶・❷） 

 降灰・降雨及び地震動に伴
う土砂災害の発生・拡大
［558、559、581、582、584］
（❶・❷） 

 広域的な降積雪被害を想
定した部隊運用等の意思
決定の困難化［603、604、
636、637、638、639、640、643、
647、649、652、672、675、676］
（❶・❷） 

 陸路・空路移動の支障によ
る震災対応の検討・実施の
困難化（地震後の道路被災
箇所の不明瞭化、⽴ち往⽣
⾞両による緊急⾞両の通
⾏不能、視界不良による⾛
⾏速度の低下及び航空不
能等）［685、691、702］（❶・
❷） 

 先発地震により耐力低下
した構造物への降・積雪の
継続による倒壊件数の増
加［658、682、684］（❶・❷） 

 住民の自宅避難の継続・長
期停電の発生よる火気使
用率の増加、出火件数の増
大［657、686、687、689］（❶・
❷） 

 消火・救出救助活動以外の
対応負荷の増大（活動を実
施するための除雪作業等
を踏まえた⼈的・物的リソ
ースの確保等のマネジメ
ント）［659、662、667、695］
（❶・❷） 

 融雪・降雨及び地震動に伴
う土砂災害の発生・拡大
［690、696、697］（❶・❷） 
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表 3-6-1 複合災害の困難性の要因ごとの課題整理表（２/５） 

＜凡例＞ 
［１］：ケースごとの各課題（記載内容）に関連するワークシート（WS）上の記載項⽬の「整理番号」（巻末資料「ワークシート記載項⽬⼀覧表」を参照） 

・発⽣事象（★★・☆☆・★・☆）に関するものは下線（［１］）、対応状況（■■・□□・■・□）に関するものは斜字（［１］）にて記載 
 ❶ ：構造体系に基づく番号 
  ：各ケースにおいて共通する課題（共通課題） 
  ：ケースごとに⽣じる課題（個別課題） 

困難性の要因 

┗：中項目 

└：細項目 

複合類型（検討 7 ケース）における課題（消防活動上の困難性・重大性をもたらす具体的な事項） 

地震×水害： 4 ケース 
地震×風害： 

 1 ケース  

地震×降灰：  

1 ケース 

地震×雪害 ： 

1 ケース 

（地震）先発型 

整理番号：［1］〜［89］ 

同時（地震）先発型 

整理番号：［90］〜［192］ 

同時（地震）後発型 

整理番号：［193］〜［287］

（地震）後発型 

整理番号：［288］〜［366］

同時（地震）後発型 

整理番号：［367］〜［457］

同時（地震）後発型 

整理番号：［458］〜［596］ 

同時（地震）後発型 

整理番号：［597］〜［702］ 

Ⅰ 

地
域
特
性
を
考
慮
し
た
災
害
対
応
に
係
る
要
請
量
に
関
す
る
事
項
（
２
／
２
） 

Ⅰ－②： 

複合化時（直前）の

被災地内滞在者規

模の変動 

┗❶被災地内の住民・

事業者の避難生活継

続・孤立状況 

┗❷被災地内の滞留

者・帰宅困難者等の

状況 

┗❸被災地内の応急

復旧活動の状況（公

共施設管理者・民間

工事事業者・被災者

自らによる応急復

旧） 

 
 

 先発災害による交通機関の停止に伴う、住民の移動が困難化する［158、242、370、388、470、492、607］（❶・❷） 
 先発災害から短いタイムスパンで後発災害発生する場合、後発災害（地震）による被災市域内の人口規模は先発災害による在宅避難者や避難所等の人口規模に依存する［162、241、

242、439、492、621］（❶・❷） 
 先発災害後の通行支障の解消に伴う被災地域への人口流入（復旧事業者やボランティア、自宅復旧者等）により、後発災害時の被災者が増加する［58、59、341、343、353］（❸） 

 市街地の応急復旧活
動の本格化（公共施設
管理者・民間工事事業
者・被災者自らによる
応急復旧）に伴う被災
地への人口回帰（後発
⽔害の広域避難を要
する⼈⼝規模⼤）［58、
59］（❸） 

 先発地震発生による
帰宅困難者・滞留者の
大量発生（公共交通機
関の停⽌、後発⽔害の
広域避難を要する⼈
⼝規模⼤）［158］（❷） 

 公共交通機関未復旧
による広域避難が困
難な中、構造耐力が低
下した建物設備被害
のある建物等の垂直
避難者・自宅避難者が
発生［162］（❶） 

 長期湛水区域（ゼロメ
ートル市街地等）にお
ける孤立した垂直避
難者・自宅避難者の大
量発生（避難先・⾃宅
における被災者⼤）
［242、249、268、274、
278］（❶） 

 市街地の応急復旧活
動の本格化（被災者自
らによる応急復旧）に
伴う被災地への人口
回帰（先発⽔害による
低層階の構造耐⼒低
下・外壁等の剥離した
建物・集積がれき等、
後発地震による倒壊・
延焼被災者⼤）［341、
343、353］（❸） 

 事前の気象情報、暴風
下における公共交通
機関の停止、市街地停
電による屋内避難者
（自宅・避難所）の増
大（停電に伴う屋内で
の⽕気利⽤者⼤。先発
⾵害により着⽕・延焼
しやすい外壁剥離し
た建物が多い市街地
の 避 難 者 ⼈ ⼝ ⼤ ）
［370、388、439］（❶・
❷） 

 都内全域の降灰によ
る公共交通や車での
移動困難化に伴う、屋
内避難者の増大（停電
に伴う屋内での⽕気
利⽤者⼤。先発降灰に
より積灰した市街地
（建物・道路）の⼈⼝
⼤）［470、492、575］（❶・
❷） 

 降灰による避難者の
再避難時（他の避難所
への移動等）の後発地
震による被災リスク
の増大（倒壊リスクが
⼤きい⻑スパン屋根
構造物（体育館等）か
らの再避難等）［547］
（❶・❷） 

 停電及び都内全域の
積雪による公共交通
や車での避難が困難
なため、屋内避難者が
増加（停電に伴う屋内
での⽕気利⽤者⼤）
［607、621、680］（❶・
❷） 

 雪害時の避難者の再
避難時（他の避難所へ
の移動等）の後発地震
による被災リスクの
増大（倒壊リスクが⼤
きい⻑スパン屋根構
造物（体育館等）から
の再避難等）［661］
（❶・❷） 
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表 3-6-1 複合災害の困難性の要因ごとの課題整理表（３/５） 
＜凡例＞ 
［１］：ケースごとの各課題（記載内容）に関連するワークシート（WS）上の記載項⽬の「整理番号」（巻末資料「ワークシート記載項⽬⼀覧表」を参照） 

・発⽣事象（★★・☆☆・★・☆）に関するものは下線（［１］）、対応状況（■■・□□・■・□）に関するものは斜字（［１］）にて記載 
 ❶ ：構造体系に基づく番号 
  ：各ケースにおいて共通する課題（共通課題） 
  ：ケースごとに⽣じる課題（個別課題） 

困難性の要因 

┗：中項目 

└：細項目 

複合類型（検討 7 ケース）における課題（消防活動上の困難性・重大性をもたらす具体的な事項） 

地震×水害： 4 ケース 
地震×風害： 

 1 ケース  

地震×降灰：  

1 ケース 

地震×雪害 ： 

1 ケース 

（地震）先発型 

整理番号：［1］〜［89］ 

同時（地震）先発型 

整理番号：［90］〜［192］ 

同時（地震）後発型 

整理番号：［193］〜［287］

（地震）後発型 

整理番号：［288］〜［366］

同時（地震）後発型 

整理番号：［367］〜［457］

同時（地震）後発型 

整理番号：［458］〜［596］

同時（地震）後発型 

整理番号：［597］〜［702］ 

Ⅱ 

消
防
の
対
応
可
能
量
に
相
関
す
る
事
項
（
１
／
２
） 

Ⅱ－①： 

活動環境の悪化に

よる対応困難化と

事前計画との不整

合（低減された活動

環境） 

┗アクセス環境の悪

化 

└❶管外非被災地

域・管内間の広域

アクセス環境の悪

化 

└❷管内非被災地・

被災現場間の管内

アクセス状況の悪

化 

┗被災現場における

活動環境の悪化 

└❸隊員の受傷リス

クの増大 

└❹施設の被災によ

る活動困難化 

┗❺他機関所管の活

動拠点施設の利用環

境の悪化（集結拠点・

広域活動拠点・前線

基地等） 

┗❻情報収集・伝達環

境の悪化 

 

 

 余震の継続により断続的な活動環境の悪化が生じる［89、190、211、285、286、364、456、594、698］（❶・❷・❸・❹・❺・❻） 

 先発災害後の復旧が完了していない活動拠点の利用が不可となり、応援隊の受援や消火・救出救助活動に支障が生じる（庁舎等被災による本部機能の喪失・低下を含む）［56、130、
173、191、206、230、276、285］（❹・❺・❻） 

 先発災害による被害が改善されない状況（地震同時先・後発の場合や長期湛水、降灰・積雪の状況下）では、活動現場への到達が困難な状況となり被害の拡大が懸念される［79、81、
156、245、250、265、225、229、269、270、392］（❶・❷） 

 単独災害では使用可能なアクセスに関する代替手段が、複合災害により使用できず、アクセス手段が限定される（なくなる）［184、251、265、225、229、269、270、369、453］（❶・❷） 

 先発地震後の未復旧
の活動拠点の利用不
可［39、75、84］（❹・
❺） 

 広域避難者の発生・滞
留者の増加に伴う活
動時の通行支障［155］
（❷） 

 水害のリードタイム
により復旧作業が停
止した場合、活動拠
点・アクセス路等の利
用不可が継続（❶・❹・
❺） 

 地震と水害の被害を
考慮した機能移転の
必要性の発生（後発⽔
害のリードタイム下
で の 意 思 決 定 等 ）
［163］（❷・❹・❻）

 先発地震により避難
者が蝟集するヘリ発
着場の使用不全［175］
（❷） 

 先発地震のダメージ
残存下における後発
水害後の浸水継続期
間中の対応の実施
［178、180、183］（❷・
❸） 

 先発地震の倒壊物を
含む流出物により、水
上ボートの使用が困
難化［184］（❷・❸）

 長期湛水区域（ゼロメ
ートル市街地等）にお
ける垂直避難者（後発
地震による建築火災・
負傷者）の救出・救助
の困難性大（湛⽔によ
る陸路の移動不可、が
れき流出による⽔上
移動の困難化する状
況に加え、⾼層建物地
域の場合は救助ヘリ
の⾶⾏が困難）［251、
265、225、229、269、270、
271］（❷・❸） 

 先発水害による湛水
の長期継続又は湛水
解消後の高水敷の仮
復旧が未完了の場合
における後発地震時
の活動拠点の甚大な
不足［206、230、276、
285］（❹・❺） 

 先発地震により避難
者が蝟集するヘリ発
着場の使用不全（事前
計画の不整合）［225］
（❷） 

 市街地復旧完了の遅
延による湛水解消後
の活動の困難化（湛⽔
解消後の道路におけ
る⼤量の倒壊・流出物
の堆積等）［279、281］
（❷） 

 自宅・事業所復旧本格
化に伴う道路沿いの
大量の集積がれきが
地震動により倒壊す
ることで緊急車両通
行の困難性が増大
［342、359］（❶・❷）

 先発水害による湛水
解消後の高水敷の仮
復旧が未完了の場合
における後発地震時
の活動拠点の甚大な
不足［363］（❹・❺）

 強風による通行規制・
道路閉塞・ライフライ
ンの復旧遅延が地震
対応にも影響する（現
場遅延、庁舎機能の低
下等）［371、376、377、
378、379、382、383、384、
385、389、390、392、411、
412、415、416、423、424、
429、451、455］（❶・❷・
❻） 

 強風に伴う高所活動
の困難化（はしご⾞、
空路等の利⽤不可、放
⽔の拡散等）［369、
387、418、443、454］（❷） 

 移動手段の断絶（陸
路・空路・水路）（活
動現場への到達遅延、
管外応援隊の現着不
能、救出・救助後の搬
送不能等）［461、462、
463、464、491、505］（❶・
❷） 

 降灰継続と地震によ
る除灰遅延がもたら
す劣悪な活動環境の
慢性化［474、477、494、
495、496、529、540、573、
583、591］（❶・❷） 

 降灰による消防水利
等の検索・救出救助対
象者の視認の困難化
［550、579］（❻） 

 ライフライン停止の
長期化による活動の
困難化［480、481、482、
483、484、485、487、490、
493、518、519、525、526、
532、533、535、561］（❻） 

 陸路・空路移動の支障
による活動実施の困
難化（地震後の道路被
災箇所の不明瞭化、⽴
ち往⽣⾞両による緊
急⾞両の通⾏不能、視
界不良による⾛⾏速
度の低下及び航空不
能等）［597、600、601、
602、620、624、625、651、
653、654、660、677、679］
（❶・❷） 

 降雪・積雪及び地震動
被害によるライフラ
インの機能停止に伴
う活動の困難化［614、
615、616、617、618、619、
622、641、642、645、646］
（❻） 

 降雪・積雪による救出
救助対象者、消防水利
等の検索の困難化
［664、683］（❻） 

 降雪・積雪の継続と除
雪対応の困難化によ
る被災地内外の移動
不可となる状況が慢
性化（更なる環境悪
化）［693］（❶・❷） 
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表 3-6-1 複合災害の困難性の要因ごとの課題整理表（４/５） 

＜凡例＞ 
［１］：ケースごとの各課題（記載内容）に関連するワークシート（WS）上の記載項⽬の「整理番号」（巻末資料「ワークシート記載項⽬⼀覧表」を参照） 

・発⽣事象（★★・☆☆・★・☆）に関するものは下線（［１］）、対応状況（■■・□□・■・□）に関するものは斜字（［１］）にて記載 
 ❶ ：構造体系に基づく番号 
  ：各ケースにおいて共通する課題（共通課題） 
  ：ケースごとに⽣じる課題（個別課題） 

困難性の要因 

┗：中項目 

└：細項目 

複合類型（検討 7 ケース）における課題（消防活動上の困難性・重大性をもたらす具体的な事項） 

地震×水害： 4 ケース 
地震×風害： 

 1 ケース  

地震×降灰：  

1 ケース 

地震×雪害 ： 

1 ケース 

（地震）先発型 

整理番号：［1］〜［89］ 

同時（地震）先発型 

整理番号：［90］〜［192］ 

同時（地震）後発型 

整理番号：［193］〜［287］

（地震）後発型 

整理番号：［288］〜［366］

同時（地震）後発型 

整理番号：［367］〜［457］

同時（地震）後発型 

整理番号：［458］〜［596］

同時（地震）後発型 

整理番号：［597］〜［702］ 

Ⅱ 

消
防
の
対
応
可
能
量
に
相
関
す
る
事
項
（
２
／
２
） 

Ⅱ―② 

消防活動リソース

の消耗と回復困難

（低減された残存

リソース）  

┗人的リソースの低

減 

└❶東消職員のリソ

ース低減 

└❷管外応援消防機

関職員（緊急消防

援助隊）のリソー

ス低減 

└❸その他応援人員

（関係機関・提供

事業者）のリソー

ス低減） 

┗物的リソースの低

減 

└❹管外応援消防機

関保有資機材のリ

ソース低減 

└❺東消所管施設・

設備・資機材のリ

ソース低減 

└❻その他対応機関

（関係機関・協定

事業者）のリソー

ス低減） 

 
 
 

 単独災害時と比較して、被災状況の甚大化・長期化により、対応人員の負傷・不足、活動のための物資（隊員等の飲食物・車両の燃料等）の被害・消耗・枯渇が生じる。［71、72、85、
116、123、154、164、168、169、172、192、222、244、253、261、262、263、264、287、365、374、375、395、414、444、457、524、574、596、644、678、699、700］（❶・❷・❸・❹・❺・❻） 

 後発災害発生による先発災害対応後の人員・資機材・物資等の迅速な補填・確保の困難化［20、28、114、258、303、433、469、500、564、670］（❶・❷・❸・❹・❺・❻） 

 地震対応後の水害対
応への態勢の再編に
伴うリソース不足
［15、17、55、57、61］
（❶・❺） 

 地震時の他県緊急消
防援助隊の撤退とリ
ードタイム中の再編
に伴う所要時間の増
大［15、17、57、61］（❷・
❸・❹・❻） 

 先発地震による道路
被災・公共交通の運行
停止による対応職員
参集の遅延（❶） 

 浸水被害拡大を想定
した資機材等の退避
によるリソースの低
減回避［160］（❶・❷・
❸・❹・❺・❻） 

 震災用部隊・水害用部
隊の同時運用による
人的・物的リソースの
不足［154］（❶・❷・
❹・❺） 

 先発水害による湛水
継続及び地震動によ
る被害に伴う通行支
障・公共交通の運行停
止による対応職員参
集の遅延［209］（❶）

 先発水害後により被
災した消火栓等消防
用水利の利用不可
［263］（❺） 

 長期湛水区域におけ
る水路・空路移動手段
（リソース）の不足
（❶・❷・❸・❹・❺・
❻） 

 先発水害時の退避車
両の被災による後発
地震時の運用可能台
数の低減［238、272］
（❺） 

 水害用部隊・震災用部
隊の同時運用による
人的・物的リソースの
不足［254、255］（❶・
❷・❹・❺） 

 先発水害時に管外か
ら派遣された広域応
援（緊急消防援助隊）
の規模縮小・撤収後の
大規模地震発生に伴
う再要請の発生（❷・
❸・❹・❻） 

 先発水害対応時のリ
ソース消耗後、物資等
の充足、資機材の応急
復旧等が不十分な状
態における地震の発
生に伴う、甚大な人
的・物的リソース不足
［309、346］（❶・❷・
❸・❹・❺・❻） 

 強風による道路閉塞・
公共交通の運行停止
による対応職員参集
の遅延［372、373、394］
（❶） 

 強風の継続及び地震
火災発生に伴う市街
地大規模火災時の消
火水利の不足（機能不
全、⼤量放⽔による消
⽕栓の圧⼒低下・⽔量
不⾜等）［426、446］
（❺） 

 降灰による道路閉塞・
公共交通の運行停止
による対応職員参集
の遅延・困難化［471、
499、528、530、560］（❶

 甚大な通行支障に伴
う流通路の停止にお
ける物資・資機材等の
確保の困難化［475、
476、488、489、512］（❹・
❺・❻） 

 降灰・積灰期間におけ
る走行可能な消防車
両台数の低減［543、
566、572］（❹・❺） 

 移動手段の断絶によ
る管外応援隊の現着
不能及び後発地震発
生時の人的・物的リソ
ースの不足［478、479、
593］（❶・❷・❸・❹・
❺・❻） 

 降灰の堆積による後
発地震時の消防用水
利の利用不可（埋没、
降⾬に伴う灰の凝固、
灰の混⼊等）［536、
537、549、563、588、589］
（❺） 

 降雪・積雪時の対応資
機材・車両等の不足
［605、606、628、650］
（❹・❺・❻） 

 降雪・積雪による道路
閉塞・公共交通の運行
停止による対応職員
参集の遅延［608、611、
627、668］（❶） 

 降雪・積雪期間におけ
る走行可能な消防車
両台数が不足［609、
688］（❹・❺） 

 先発雪害（積雪）によ
る消防用水利が埋設
し後発地震時に利用
困難となる［655、663、
665、669］（❺） 

 通行支障に伴う流通
路の停止における物
資・資機材等の確保の
困難化［610、674］（❹・
❺・❻） 
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表 3-6-1 複合災害の困難性の要因ごとの課題整理表（５/５） 

＜凡例＞ 
［１］：ケースごとの各課題（記載内容）に関連するワークシート（WS）上の記載項⽬の「整理番号」（巻末資料「ワークシート記載項⽬⼀覧表」を参照） 

・発⽣事象（★★・☆☆・★・☆）に関するものは下線（［１］）、対応状況（■■・□□・■・□）に関するものは斜字（［１］）にて記載 
 ❶ ：構造体系に基づく番号 
  ：各ケースにおいて共通する課題（共通課題） 
  ：ケースごとに⽣じる課題（個別課題） 

困難性の要因 

複合類型（検討 7 ケース）における課題（消防活動上の困難性・重大性をもたらす具体的な事項） 

地震×水害： 4 ケース 
地震×風害： 

 1 ケース  

地震×降灰：  

1 ケース 

地震×雪害 ： 

1 ケース 

（地震）先発型 

整理番号：［1］〜［89］ 

同時（地震）先発型 

整理番号：［90］〜［192］ 

同時（地震）後発型 

整理番号：［193］〜［287］

（地震）後発型 

整理番号：［288］〜［366］

同時（地震）後発型 

整理番号：［367］〜［457］

同時（地震）後発型 

整理番号：［458］〜［596］

同時（地震）後発型 

整理番号：［597］〜［702］ 

Ⅲ 

複
合
化
に
よ
り
新
た
に
発
生
す
る
障
害
等
へ
の
対
応
負
荷
に
関
す
る
課
題 

Ⅲ－① 

複合災害特有の被

害等への新たな対

応負荷 

 

 

 単独災害では対応できるため顕在化しない事案が、災害が複合することによって、対応方法が限定的（もしくはなくなる。）になる。また、対応する主体が決められていないといっ

た、新たな状況・不測の事態が発生する［27、77、128、184、229、268、269、270、355、358、366、443、447、449、451、497、508、573、578、588、625、674、683、702］ 

 後発水害に対する広
域応援（管外緊援隊）
の自管内対応・派遣規
模縮に伴う人的・物的
リ ソ ー ス の 低 減
［（16）、27］ 

 先発地震後の復旧事
業者・ボランティア等
の後発水害による被
災及び救出・救助対応
の増大［（58）、（59）、77］

 市街地の本復旧に向
け先発地震により発
生した市街地内の倒
壊がれきと集積がれ
きが後発水害により
大量に流下 

 地震動に伴う既往の
浸水想定（１破堤）を
超過する浸水の発生
（堤体の被災、地盤沈
下等）及び震災がれき
を含む大量の流出物
の漂流に伴う水上ボ
ートの使用困難化、救
出救助活動の困難化
［（127）、128、184］ 

 湛水地域の自宅退避
者宅（特に高層建物
内）における出火や負
傷者発生による対応
（消火・救出救助）の
困難化（⾼層建物地域
においては、救助ヘリ
の⾶⾏が困難となる
ことも踏まえ、アクセ
ス⼿段の確保が著し
く困難）［229、268、269、
270］ 

 建築物低層階の清掃・
復旧・修繕準備時の剛
性低下による、建物倒
壊リスクの増大 
［358、（362）］ 

 自宅復旧時の建築物
低層階の清掃・復旧・
修繕（被災した外壁の
撤去等）による耐火・
防火性能の低下、人口
回帰による火気の使
用率の増加及び余震
の継続に伴う出火件
数の増加、延焼の拡大
［355、366］ 

 先発風害時の停電に
伴う自宅避難者の屋
内火気使用による後
発地震時の（出火確
率）の増大、先発風害
による外壁剥離、開口
部・屋根等の破壊によ
り、後発地震時の着
火・延焼リスクの増大
［（380）、（388）、（427）、
447、449］ 

 後発災害との複合化
によるリソース低減、
活動環境の悪化時の
市街地大規模火災へ
の発展に伴う延焼抑
止の困難化［449、451］

 強風に伴う高所活動
の困難化（はしご⾞、
空路等の利⽤不可、放
⽔の拡散等）［（388）、
（389）、443］ 

 道路啓開（点検・除灰）
の困難性が高く、降灰
期間の継続により通
行障害が長期化、移動
手段の断絶（陸路・空
路・水路）に伴う現着
遅延、人的・物的リソ
ースの甚大な不足、活
動環境確保の困難化
（通⾏⽀障による対
応⾞両の使⽤不可・航
空機の⾶⾏不能に伴
う物資輸送、傷病者搬
送への⽀障、緊急⾞両
の⾛⾏負荷、消防⽔利
の利⽤不可）［497、
508、573、588］ 

 広域降灰による搬送
不能または搬送先重
要施設までの搬送距
離の増大 ［（ 494 ）、
（495）、（496）、573］ 

 降灰の堆積に伴う救
出・救助対象者の検索
の困難化［578］ 

 降雪・積雪、視界不良
に伴う陸路・空路移動
の支障による活動不
全、現着遅延［625、
702］ 

 積雪時の対応車両・資
機材等の不足に伴う
活動の困難化［674］ 

 積雪に伴う救出・救助
対象者の検索の困難
化［683］ 
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